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【 】

【 】

・シニアクラブへの運営費の補助等を通じ、ボランティア活動や健康の増進等、生きが
いのある生活を実現し、高齢者の社会参加と地域の活性化を促進します。

施策を支える
事業・取組

計画期間に
おける取組

課題と対応策

６年度の実績
・実施内容

施策1　高齢者の就労・地域活動の支援

〇高齢者の多様なニーズに応える、新しい高齢期の働き方を支えます
○就労や社会参加を支援する関係機関との連携を強化し、各々の強みを生かす取組
　 を進めます

（１）大田区 いきいき しごと ステーションの充実（就労支援）

所管課：高齢福祉課

・大田区 いきいき しごと ステーションへの運営費補助を通じ、高齢者が就労や地域
の様々な活動に参加できるよう情報提供やきっかけづくりを進めます。
・プレシニア（55 歳以上65 歳未満の中高年者）を含む高齢者の方を対象に、就労
（無料職業紹介）や社会参加活動など、多様な活動を支援していきます。

施策の方向性

施策を支える
事業・取組

６年度の実績
・実施内容 ○求人開拓件数　2,845件　　○就職者数　99人

○セミナー等利用者数　168人　　○面接会等利用者数　161人

◆実施内容に対する自己評価

＜令和６～８年度＞
・ 求人開拓件数の増加をめざした取組の実施
・ 窓口での相談業務をはじめ、就職面接会や就職に役立つセミナーの開催等により、
　高齢者の就職活動を支援し、就職者数の増加をめざす

○求職者数及び就職者数がどちらも令和５年度から減少しているため、プレシニア世
代からの求職者に向けて就労相談やボランティアを含む多様な社会参加活動におい
て支援するとともに、区内の就労支援等事業者で構成されるシニアワーク連絡会を活
用するなど、引き続き高齢者の働く機会を増やし、求人開拓を推進する。

計画期間に
おける取組

課題と対応策

△：当初計画よりも伸び悩んでいる。

（２）シニアクラブの活性化

所管課：高齢福祉課

＜令和６～８年度＞
・ 連合会役員への支援を通じたクラブ活動の活性化
・ クラブ活動の広報の強化等による会員数の増加の支援

○シニアクラブのなかには役員の高齢化等に伴い担い手不足の状況に陥っており、活
動可能な会員の加入は喫緊の課題である。おおたフェスタや演芸のつどい等、イベン
トを通じた広報活動に加え、老人いこいの家でシニアクラブ活動体験会を実施するな
どして、新規加入会員の拡充に努める。

◆実施内容に対する自己評価

○会員数12,650人（前年度比334人減）
○154クラブ（うち３クラブは休会中）　　廃会：１クラブ
○シニアクラブのイベント（演芸のつどい、輪投げ大会、文芸作品展等）の運営補助
○各シニアクラブ会員等からの相談対応
○シニアクラブ連合会運営会議及び理事会等の運営支援

◎：計画どおり達成できた。
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【 】

【 】

課題と対応策

＜令和６～８年度＞
・ 活動支援事業として、社会参加相談、コミュニティスペースの設置を実施
・ 介護予防、健康増進事業として、フレイル予防講座の企画・実施
・ 社会参加及び交流事業として、各種講座の開催、多世代交流の企画実施、
　ボランティア紹介、無料職業紹介の実施

○就労相談件数及び就労先開拓件数ともに増加傾向にある。プレシニア世代からの
求職者に向けてシニアステーション糀谷の就労支援事業を認知させるため、SNS等を
活用した情報発信を継続するとともにシニアワーク連絡会等を通じて区内就労支援等
事業者と連携協力し就労先開拓にも注力していく。

・シニアステーション糀谷のプレシニアに対する就労支援事業等の実施を通じて、高齢
者の働く機会や社会参加の機会を拡大していきます。また、必要に応じて就労前・後
の伴走型のサポートによる支援など、きめ細かな支援を実施します。

（３）シルバー人材センターへの支援

所管課：高齢福祉課

・公益社団法人大田区シルバー人材センターへの運営費の補助等を通じ、自らの能力
や経験を生かして働きたい高齢者や、短時間労働を希望する高齢者が働く機会を確
保するとともに、高齢者の地域社会への貢献を進めます。また、ボランティア活動の機
会を提供することで、高齢者の社会参加を促進します。

＜令和６～８年度＞
・ 会員の拡大　　　　　　　　　　　　　　・ 就業機会の拡大
・ 安全就業の推進と健康の確保　　・ 社会奉仕活動の推進

○シルバー会員の拡充及び退会者の抑制が課題である。課題解決に向けた取組とし
て、ICTを活用し仕事探しの効率化を図るとともに、会員による会員のためのスマート
フォン操作相談会を実施し、ITスキルの向上を図ることで退会者を抑制した。また、蒲
田駅商業ビル東西連絡通路において就労相談及び新聞折込チラシ等の広報活動を
行ったことで、新規会員が増加した。引き続き広報活動に注力していく。

（４）シニアステーション糀谷（就労支援事業）

所管課：高齢福祉課

◆実施内容に対する自己評価

○会員数　3,160人　　○就業延人員　205,920人日
○契約金額（請負等･派遣事業）　1,091,256,843円
○会員の仕事探しの効率化のためICTを活用
○新規会員加入のための広報活動の推進

◎：計画どおり達成できた。

◎：計画どおり達成できた。

施策を支える
事業・取組

計画期間に
おける取組

６年度の実績
・実施内容

計画期間に
おける取組

施策を支える
事業・取組

課題と対応策

◆実施内容に対する自己評価

○就労相談件数　 297件　　○就労先開拓件数　143件
○無料職業紹介所としてプレシニア世代からの就労支援や就労先の新規開拓を実施
○引き続き、連携・協力のためにシニアワーク連絡会を実施

６年度の実績
・実施内容
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【 】

課題と対応策

計画期間に
おける取組

施策を支える
事業・取組

○都内の入浴料が毎年値上がりするなか、入浴券枚数及び自己負担額は維持継続さ
せた。他方、年度途中に休業した浴場が１件あったことを踏まえると、入浴券利用枚数
は微減だったといえる。引き続き入浴証利用者の傾向と対策について分析するととも
に、新規利用者に向けて広報活動を増強し、利用者拡大に努める。

（5）いきいき高齢者入浴事業

所管課：高齢福祉課

・入浴証を発行し、公衆浴場利用料金の一部を区が負担することにより、健康維持や
地域でのふれあいを推進し、閉じこもり防止を図ります。
・いきいき高齢者入浴事業については、より事業効果を高める工夫を重ねていきま
す。

○：おおむね計画どおり達成できた。

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○入浴証発行人数 20,840人
○入浴券利用枚数 388,315枚（無料券（16,659枚）含む）
○自己負担200円で２か月に６枚（年間36枚）利用できる入浴券と、「ゆ～体験（無料
券）」１枚の合計37枚の入浴券を入浴証として発行
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【 】

【 】○：おおむね計画どおり達成できた。

課題と対応策

○令和７年度は団塊の世代が７５歳を迎え、今後さらなる介護需要の増加が見込まれ
ている。そのような状況の中で、介護予防・生活支援サービス事業は、高齢者が住み
慣れた地域でできるだけ長く自分らしい生活を送れることが目標である。本人の意思
を尊重し、「できないところ」を「できるようにする」ための支援を行うため、介護サービ
ス事業者や地域包括支援センターからの聞き取りや実績数値の分析を行い、自発性
と継続性を重視した支援を行っていく。

施策を支える
事業・取組

（２）住民主体のサービスの拡充

所管課：高齢福祉課

・高齢者の多様な生活ニーズを支援し、住み慣れた地域で自立した生活を維持するこ
とができるよう住民同士の支え合いによる支援を行います。
・地域のボランティアが自宅を訪問し、掃除や洗濯などの日常生活を支援する「絆サ
ポート」の担い手の拡充を図ります。

計画期間に
おける取組

＜令和６～８年度＞
・ 絆サポート（住民主体の生活支援）の実施
・ 地域ボランティア研修の実施

施策２　多様な主体による介護予防・生活支援の充実

施策の方向性
〇多様な主体による介護予防・生活支援の体制づくりを進めます
○自立支援に向けた規範的統合の推進とケアマネジメントの質の向上をめざします

施策を支える
事業・取組

（１）多様なサービスの充実

所管課：高齢福祉課

・専門職が自宅を訪問し、利用者自身の力を生かしながら掃除や洗濯などの日常生活
を支援します。また、通所施設により、運動機能の維持・改善を目的とした機能訓練
や、生活機能の向上につながる支援を行います。
・身体機能の改善が見込まれる高齢者に対し、リハビリテーション専門職を派遣し、短
期集中的な機能訓練の実施により早期回復に向けた支援を行うとともに、閉じこもり
を防ぎます。

計画期間に
おける取組

＜令和６～８年度＞
・ 介護予防・生活支援サービス事業の実施
(1)通所型サービス (2)訪問型サービス (3)元気アップリハ（訪問型短期機能訓練）

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○通所型サービス　利用件数25,777件 　利用回数 150,763回
○訪問型サービス　利用件数 9,588件　　利用回数48,742回
○元気アップリハ　 利用件数 172件　　　　利用回数 858回

◎：計画どおり達成できた。

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○絆サポート　1,949人　7,279回
○地域ボランティア研修交流会（Ｂカフェ）　3回　参加者延41人
○登録説明会　47回　参加者延65人（うち登録者45人）
○出張登録説明会　4回　参加者20人（うち登録者6人）

課題と対応策

○利用者数、利用回数の減少は見られたが、登録説明会、出張登録説明会の参加者
及びその後の登録者数は令和5年度を上回る結果となった。引き続き事業の周知と登
録者数の増加及び稼働率の向上が課題である。委託業者とともに一層のPR方法を
検討し実施する。また、相談窓口となる地域包括支援センターとの連携を強化するとと
もに、地域ボランティア研修交流会（Bカフェ）の場で実際の登録者から話を聞くなど、
改善に取り組む。
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【 】◎：計画どおり達成できた。

課題と対応策

○介護支援専門員において、絆サポート及び元気アップリハの認知度が低いためケア
プランに採り入れづらい。介護支援専門員に対する研修の実施、またはケアマネ
ジャー連絡会主催の研修会等に協力し、総合事業（特に絆サポート、元気アップリハ）
の広報活動を推進していく。
○おおた介護予防応援事業については、第１期及び第２期と比べ、第３期では運営補
助委託の契約期間を短縮するなど、１期（３年間分）の経費について削減できている部
分もあるが、費用対効果の点で課題がある。事業の実施内容に係る今後の方向性に
ついて引き続き検討する。

施策を支える
事業・取組

（３）自立支援の規範的統合と効果的な介護予防事業の推進

所管課：高齢福祉課

・地域包括支援センターを中心に、自立に向けた目標設定、アプローチを可能にする
ために、研修等を通じてケアマネジメント力の強化を図ります。
・介護予防に取り組む高齢者と、それを支援する事業者の効果的な取組を表彰する介
護予防応援事業により、介護予防の重要性の普及啓発及び利用者と事業者のモチ
ベーションの向上を図ります。

計画期間に
おける取組

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○地域包括支援センター及び居宅介護支援事業所に対して、YouTubeを用いた研
修動画を公開
○総合事業ケアマネジメントマニュアルを更新
○おおた介護予防応援事業の実施
　・第３期事業の広報・エントリー受付(区ＨＰ等で周知)
　・第２期及び第１期事業優秀事例の普及啓発（おおた福祉フェスや地域包括支援
　 センター等に事例集を配布）
　・第３期事業以降の事業展開についての検討
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【 】

課題と対応策

○介護予防普及啓発事業は、講座の種類や会場が多岐にわたるため、参加者の状況
やニーズについて、広くアンテナを張り把握に努める必要がある。これに対応するた
め、委託事業者などと連携し、事業者の声や利用者からのアンケートを活用して、より
参加者のニーズに合った講座内容を提供していく。
〇口から始める健康講座は、開催場所を見直し、開催回数を減らした結果、参加人数
が減少した。しかし、1回あたりの参加人数は増加しているため、引き続き、オーラルフ
レイルの予防について周知するための講座を継続していく。

施策３　介護予防・フレイル予防の推進

施策の方向性

〇高齢者が取り組みやすく、継続できる効果的な介護予防事業を推進します
○「運動・栄養＋口腔・社会参加」への取組を啓発し、フレイル予防の拡充を図ります
○多様な通いの場の確保と利用促進を進めます
○高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施に取り組みます

施策を支える
事業・取組

（１）一般介護予防事業

所管課：高齢福祉課・健康づくり課

・高齢者が介護予防に取り組むきっかけをつくるとともに、活動の継続を促進するた
め、普及啓発に取り組みます。
・地域における介護予防の取組を強化するため、地域ケア会議や区民等が運営する通
いの場等へ、リハビリテーション専門職を派遣します。
・事業の効果検証を行い、実施方法・内容の見直しにつなげます。

計画期間に
おける取組

＜令和６～８年度＞
・ 介護予防普及啓発事業（元気アップ教室等）の実施
・ 地域リハビリテーション活動支援事業の実施
・ 一般介護予防事業評価事業の実施

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○介護予防普及啓発事業（元気アップ教室等）　参加者数　延べ53,669人
○リモート型フレイル予防教室　参加人数　延べ6,141人
○口から始める健康講座　参加人数　延べ494人
○食から実践・フレイル予防講座　参加人数　延べ73人
○介護予防出張健康講座　参加人数　延べ653人
○地域リハビリテーション活動支援事業　派遣件数 58件
○一般介護予防事業評価事業（体力測定会等）　参加者数　延べ2,154人

◎：計画どおり達成できた。
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【 】

【 】

施策を支える
事業・取組

（２）おおたフレイル予防事業

所管課：高齢福祉課

・区報やホームページを通じて、介護予防・フレイル予防の取組の重要性を周知しま
す。また、地域ぐるみのフレイル予防を推進するため、フレイル予防講座を開催し、予防
活動を支える地域の担い手の拡充に努めます。

計画期間に
おける取組

＜令和６～８年度＞
・ フレイル予防の取組の普及啓発
・ フレイル予防講座の実施

課題と対応策
○いきいき公園体操の地域指導員が不足しているため、現在行っている地域指導員
サポート講座や地域指導員養成講座の実施方法や実施回数について再検討する。

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○地域の担い手の育成として講座を実施
 ・フレイル予防リーダー養成講座（４日制）　参加者数　28人（9～12月実施）
 ・フレイル予防実践講座　参加者数　28人（２回実施）
 ・フレイル予防専門職養成講座　参加者数　54人（２回実施）
 ・フレイル予防個別支援事業者、団体向け養成講座　参加者数　43人（各４地域で実
施）
○区報やホームページ、区設掲示板等で、フレイル予防の取組を普及啓発
○10月６日に消費者生活センターの催しでフレイル予防のパネル展を実施
○３月21日から３月27日にかけてグランデュオ蒲田でフレイル予防のパネル展を実施

課題と対応策

〇区民に広く周知・啓発を行うとともに、地域ぐるみでの予防を推進するため、地域の
担い手に向けた講座を実施し、さらなる担い手の拡充に取り組んでいる。フレイル予防
の重要性については、一過性のものとならないよう、継続的な啓発が必要である。ま
た、地域には多くの団体が存在するため、さらなる浸透の余地がある。引き続き啓発活
動を行っていくとともに、新たな事業者や団体に対して講座を実施し、フレイル予防の
知識を日常の活動に取り入れてもらい、地域ぐるみでのさらなるフレイル予防の推進
につなげる。

施策を支える
事業・取組

（３）地域介護予防活動支援事業

所管課：高齢福祉課

・介護予防に関わるボランティア等の人材養成のための研修や、介護予防に資する地
域活動団体の育成・支援を行います。

計画期間に
おける取組

＜令和６～８年度＞
・地域介護予防活動支援事業の実施

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○ボランティアポイント制度事業等　参加者数　延べ1,915人

○：おおむね計画どおり達成できた。

○：おおむね計画どおり達成できた。
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施策を支える
事業・取組

（４）多様な通いの場の確保

所管課：高齢福祉課・地域福祉課

・高齢者にとって運動や社会参加しやすい介護予防の拠点となる通いの場を拡充し、
地域とのつながりを深め、お互いに支え合う関係づくりに発展させていきます。そのた
め、地域包括支援センターや関係機関と連携し、通いの場の立ち上げ・継続に向けた
サポートを引き続き推進します。

計画期間に
おける取組

○：おおむね計画どおり達成できた。

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○体操教室、講座や体力測定会等、14種類の一般介護予防事業を実施し、老人いこ
いの家等を介護予防に資する通いの場の拠点として活用

課題と対応策

○様々な既存施設を通いの場の拠点として確保しているが、自主的な活動が盛んで
施設の利用率が高い地域も多く、新たな講座を定期的に実施できる施設が限られて
いる。引き続き、既存施設で現在行っている講座は継続しつつ、その中でより多くの方
に通ってもらえるよう、定員の増加や講座内容の充実など実施方法を検討する。
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＜令和６年度＞
・ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施
（１）ハイリスクアプローチ
（２）ポピュレーションアプローチ
・ 実施圏域を拡大（令和５年度：２圏域）
・ ＫＤＢデータ等をもとに令和５年度実施内容の効果検証
・ 実施圏域や事業実施方法等について、関係各課連携による効果検証
＜令和７年度＞
・ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施
（１）ハイリスクアプローチ
（２）ポピュレーションアプローチ
・ ＫＤＢデータ等をもとに令和６年度実施内容の効果検証
・ 令和８年度以降の委託事業者選定を実施
・ 効果的な事業実施のために、引き続き関係各課で連携、検討
＜令和８年度＞
・ 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施
（１）ハイリスクアプローチ
（２）ポピュレーションアプローチ
・ ＫＤＢデータ等をもとに令和７年度実施内容の効果検証
・ 効果的な事業実施のために、引き続き関係各課で連携、検討

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○KDBシステム等から分析した高齢者の健康課題について、個別支援（ハイリスクア
プローチ）および通いの場等への積極的な関与等（ポピュレーションアプローチ）の事
業をモデル地区（鵜の木･大森東･入新井･蒲田東）にて実施
○４地区（鵜の木･大森東･入新井･蒲田東）の対象者1,979人に勧奨通知を送付
○事業対象者
ハイリスクアプローチ　1,177人　　ポピュレーションアプローチ　802人
○参加者
ハイリスク　44人（指導 延べ77人（訪問：延べ15人　会場参集型：延べ62人））
ポピュレーション　63人（フレイル予防に関する健康教室 計28回、延べ342人）
○令和６年度からハイリスクアプローチの実施方法を訪問型または会場参集型とし、
参加者が選択できるように変更
○関係各課と連携して、地域包括支援センターや医師会･歯科医師会と情報共有しな
がら、事業の効果検証や課題を把握し、次年度以降の計画策定等を実施

○：おおむね計画どおり達成できた。

課題と対応策

○KDB（国保データベース）システムを用いて抽出した対象者に対し、参加希望者が
少ないことが課題である。参加者の確保に向けて、効果的な参加勧奨や実施方法、事
業の周知方法について、引き続き検討していく。また、事業実施後のフォローアップと
して、地域包括支援センターやシニアステーション、老人いこいの家等の高齢者施設と
の連携を強化していく。

施策を支える
事業・取組

（5）高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施に関する取組の推進

所管課：国保年金課・高齢福祉課・健康づくり課

・後期高齢者のうち、フレイル傾向にある方や生活習慣病等の重症化のおそれがある
方々を、国保データベース（ＫＤＢ）システムから抽出し、健康状態の把握や健康講座・
相談等を行うことで早期のフレイル予防や重症化予防に取り組みます。

計画期間に
おける取組
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施策４ 介護人材対策の推進とサービス基盤の充実・医療と介護の連携

施策の方向性

〇多様な介護サービス基盤を整備します
○業務の効率化・外国人人材を含む多様な介護人材の確保・育成・定着に向けた取
組
　 を進めます
○自立支援・重度化防止に資する介護サービスをめざします
○医療と介護の連携を推進します
○仕事と介護の両立支援に取り組みます

施策を支える
事業・取組

（１）地域密着型サービスの整備支援

所管課：介護保険課

・中重度の要介護者の在宅生活を支援するため、２か所の（看護）小規模多機能型居
宅介護、３か所の定期巡回・随時対応型訪問介護看護の整備を支援します。

《多様な介護サービス基盤を整備します》

施策を支える
事業・取組

（２）認知症高齢者グループホームの整備支援

所管課：介護保険課

・認知症高齢者の安定した生活を支え、住み慣れた地域で暮らし続けられるよう、民
間事業者による２か所の認知症高齢者グループホームの整備を支援します。

計画期間に
おける取組

計画期間に
おける取組

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○補助金実績
　・小規模多機能型居宅介護　令和５年度選定（継続分）　１か所
 　　令和７年３月開設（多摩川一丁目）
　・定期巡回･随時対応型訪問介護看護　なし
○開設実績　小規模多機能型居宅介護　１か所

課題と対応策

○区内全域への整備が課題だが、介護人材の確保が困難なことやサービスに対する
理解が進んでいないことが、整備が進まない大きな原因となっている。整備を困難に
する原因への対応策を検討しながら、区有地や空家等の活用も視野に入れ、整備支
援を継続していく。

△：当初計画よりも伸び悩んでいる。

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○補助金実績　令和５年度選定（継続分）　１か所　令和７年３月開設（多摩川１丁目）
　※令和６年度に選定した施設（１か所、大森東２丁目）は、未着工のため補助実績なし
○開設実績　１か所

課題と対応策

○調布地区及び蒲田地区を整備重点地域として補助金の上限を高く設定している
が、事業用地の確保が難しく、整備が進まない状況となっている。引き続き、認知症高
齢者数等の推移を把握しながら、区有地や空家等の活用も視野に入れ、整備支援を
継続していく。

○：おおむね計画どおり達成できた。
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計画期間に
おける取組

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○令和３年度に運営予定法人を選定した（仮称）特別養護老人ホーム大森東は、令和
６年12月に再入札を実施したが不成立となった。

課題と対応策

○建設コストの高騰等により、（仮称）特別養護老人ホーム大森東は、再入札において
も不成立となり、整備計画が更に遅延する見込みである。状況を整理したうえで抜本
的に整備計画を見直し、施設整備実現に向け、関係機関との連携・調整を進めてい
く。

施策を支える
事業・取組

（３）特別養護老人ホームの整備支援

所管課：介護保険課

・自宅等での在宅生活が困難になった要介護者の安定した生活を支えていくため、
（仮称）特別養護老人ホーム大森東（第９期期間中開設予定、118 床）の早期開設に
向けて支援します。そのほか、計画期間において１か所（80 名程度）の整備を支援し
ます。

△：当初計画よりも伸び悩んでいる。

《業務の効率化・外国人人材を含む多様な介護人材の確保・育成・定着に向けた取組を進めます》

施策を支える
事業・取組

（４）業務の効率化に向けた取組

所管課：福祉管理課・介護保険課

・業務の効率を上げるマネジメント能力や労務管理能力の向上を図る経営者・管理者
向けの支援を実施します。
・国から示される介護現場における業務の効率化モデル等の情報を適宜発信し、支援
を行います。
・公益財団法人東京都福祉保健財団等と連携し、介護分野のＩＣＴの実技講習や導
入・活用にあたっての補助制度等の情報提供を行います。
・介護分野の文書作成に係る事務作業量の削減を支援するため、国の方針に基づく
申請様式や手続きに関する簡素化・標準化等に係る情報提供や、将来的なＩＣＴの活
用を見据えた必要な支援を講じていきます。

計画期間に
おける取組

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○人材マネジメント能力の向上に向けて、人材育成スキルアップセミナーを３回実施、
参加者数延べ１０３人（大田区福祉人材育成･交流センターで実施）
○管理者･リーダー向け「処遇改善加算と事業所での労務管理改善を学ぶ」をテーマ
にした研修を実施　参加者数29人（１回実施）

課題と対応策

○より多くの事業所からの参加を促進していくため、周知を強化していく必要がある。
関係各課と連携し広報を図っていく。
○介護サービス事業者研修については、受講者数が少なかったため、研修の周知を
更に強化する必要がある。参加しやすい実施方法を検討し、介護サービスの質の向上
に資する研修を実施していく。

◎：計画どおり達成できた。
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施策を支える
事業・取組

計画期間に
おける取組

＜令和６～８年度＞
・ 外国人介護人材の雇用促進に向けた事業者向け研修及び外国人向け介護の日本
語研修の実施
・ 外国人介護人材の雇用促進に向けた取組強化を図るため、区内介護事業所や関係
機関への聞取りにより、取組事例や課題・ニーズの把握を行い、必要な取組を検討
・ 元気高齢者の介護助手導入に向けた、事業者及び高齢者向けセミナー等の実施
・ 介護人材確保のため「おおた介護のお仕事就職相談・面接会」を継続して実施
・ 介護現場の魅力発信、介護人材確保のため、「おおた福祉フェス」を継続して実施

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

〇介護事業所における人材確保の取組推進に向けた介護人材確保促進セミナーを２
回実施（外国人人材、単発(スポット)就労）参加者数延べ１０人
○外国人介護人材向け「介護の日本語講座（全12回）」参加者数　24人
○就職相談･面接会「ふくしのしごと市」面接者数　延べ45人、採用者６人
〇「介護助手導入支援事業」
　　個別支援事業所　２事業所
　　元気高齢者等向けセミナー、説明会、見学会　延べ参加者数　63人
　　マッチング結果　各事業所　１人～３人採用予定
〇「おおた介護のお仕事就職相談・面接会」 年９回 参加法人49法人 就職者数20人
〇「おおた福祉フェス」参加者数450人（一般参加者372人、ボランティア78人）
　 令和６年11月17日（日）大田区産業プラザPiOにて開催

課題と対応策

○人材確保に向けて、さらなる取組の推進が必要となるため、介護事業者の方々と連
携、協働により、取組強化に向けた検討を行っていく。
〇「介護助手導入支援事業」は、事業所側が、業務の切り出しを効果的にできるかが
課題である。区内全事業所に対して、個別支援をすることは困難なため、業務切り出
しマニュアルを作成し、普及啓発を図っていく。
○「おおた介護のお仕事就職相談･面接会」は、介護人材の確保のため事業を拡充す
る必要がある。各回の参加法人を６～８法人とし、事業の拡充を図る。
○「おおた福祉フェス」は、大田区産業プラザPiOによる開催となり、参加者数は450
人であった。目的に沿ったイベント等の充実を図るとともに、より多くの区民等への参
加促進に取り組み、事業の周知を強化する。

◎：計画どおり達成できた。

（5）外国人人材を含む多様な人材の確保に向けた取組

所管課：福祉管理課・介護保険課

・ハローワーク大森、大田区介護保険サービス団体連絡会との共催による就職相談・
面接会等により人材確保を図ります。
・元気高齢者が「介護助手」として就労参加していく仕組みづくりを進めるため、介護
助手を採用・雇用する介護事業所等における環境整備や、介護助手への研修等を進
めます。
・外国人が人材として安心して就労し、雇い主が採用・雇用していくための事業者向け
研修や外国人介護人材の職場定着、スキルアップを支援するための介護の日本語研
修を実施するなど、外国人介護人材の確保や育成、定着に向けた取組を推進します。
・多様なイベント等を通じて、介護の仕事の働きがいや介護現場の魅力とともに「大田
区の介護現場で働く魅力」を発信していきます。
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施策を支える
事業・取組

（6）介護人材の定着・育成（資質向上）に向けた取組

所管課：福祉管理課・介護保険課

・介護に係るスキルアップや、能力に応じたキャリアアップが図れるよう、多様な研修を
実施します。
・介護サービスの質の向上のため、介護事業者が介護職員初任者研修等の研修受講
費を負担した場合、受講費の一部を助成します。
・個人や世帯の抱える複合的な課題に対して、切れ目なく包括的な支援を実施するた
め、多機関多職種連携によるチーム支援の推進に向けた研修を実施します。
・介護サービスと障害福祉サービスの連携や権利擁護支援の推進など、介護に関連す
る分野横断的な内容に関する研修の充実を図ります。
・研修の実施方法については、会場集合型やオンライン型によるもののほか、大田区
福祉人材育成・交流センターのｅラーニング研修システムの活用など、研修の目的や
内容に応じて、効果的な手法により実施します。
・介護職員の資質向上や職場環境の改善に向けた介護事業者の取組を要件とする介
護職員処遇改善加算等の取得支援を行います。
・専門性の高い人材の育成、定着を支援するため、大田区貸付奨学金制度において、
区内の介護事業所に一定の要件により継続勤務した場合、返還額の半分を減免しま
す。
・経営者・管理者層向けにマネジメント能力や労務管理能力の向上を支援するための
セミナー等を実施し、人材の定着を図ります。
・介護分野を含む区内福祉従事者同士の横のつながりや連携を強化するための交流
事業を実施し、区内介護分野で働く魅力の向上を図ることで、職場定着を推進しま
す。

計画期間に
おける取組

＜令和６～８年度＞
・ 介護人材の定着・育成のため、介護サービス事業者研修及び介護職員初任者研修
等受講費助成を実施
・ 複合的な課題のある方への多機関・多職種連携を推進するための研修会や分野横
断的な内容（権利擁護支援等）に関する研修会の実施
・ 人材定着に向けて、人材育成スキルアップセミナーや人材定着支援セミナー、福祉
従事者交流事業の実施
・ 多機関・多職種による連携支援や権利擁護支援に関して、事例を通して学ぶことの
できる研修動画を作成するなどｅラーニング研修コンテンツの充実を図る

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○複合的な課題のある方への多機関・多職種連携を推進していくため、「複合課題対
応研修」、「福祉人材コミュニケーションスキル向上研修」　を８回実施、参加者延べ７１
７人
○人材定着を推進していくため、人材定着支援セミナー（メンタルヘルス、ハラスメント
やクレーム対応など）を３回実施、参加者数延べ１０１人
○福祉従事者交流事業「福祉従事者フォローアップセミナー」　３回実施、参加者延べ
１１０人
○区内福祉事業所での人材育成を支援するために整備している福祉人材向けｅラー
ニング研修システムについて、新たに重層的支援体制整備事業や権利擁護支援など
のコンテンツを作成
○福祉人材確保奨学金制度　事前申出件数　１２件、減免適用件数　３件
○介護サービス事業者研修　延べ参加者数1，208人（18回実施）
○介護に関する入門的研修　参加者数28人（２回実施）
○介護職員初任者研修受講費助成10人、介護職員実務者研修受講費助成13人

課題と対応策

○研修会やセミナーの実施にあたり、介護サービス現場における地域課題や介護サー
ビス事業者のニーズに沿った企画が必要となる。引き続き、介護サービス事業者や介
護従事者の方々との意見交換の場等においてニーズを把握し、企画・実施していく。
〇研修実施方法を見直し、令和５年度よりも受講者数が大きく増加した。受講後のア
ンケートなどを参考にし、さらなる受講者数の拡大に努める。
○介護職員初任者研修等受講費助成事業は、令和５年度に比べ助成した受講者が増
加した。継続して事業所に事業の周知を行っていく。

◎：計画どおり達成できた。

13



【 】

【 】

施策を支える
事業・取組

（7）機能訓練・口腔機能の向上等に向けた取組

所管課：介護保険課

・「口から食べる幸せを」をコンセプトに、歯科医師会と連携し、区内の特別養護老人
ホームにおける利用者の口腔機能を維持改善し、日常生活動作及び生活の質の向上
を図り、正しい口腔ケアに関する知識の普及啓発並びに認識の向上を図ります。
・要介護者やその家族に向けたリハビリテーションの重要性の普及啓発とともに、介護
事業者に向けたリハビリテーションへの理解促進を図る取組を進めます。

計画期間に
おける取組

＜令和６～８年度＞
・ 事業未参加施設への参加の促し
・ 誤嚥性肺炎等予防のため、引き続き、摂食嚥下指導の実施
・ 各施設、医師会、歯科医師会との連携

《自立支援・重度化防止に資する介護サービスをめざします》

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○歯科医師会に摂食嚥下事業を委託
　（区内13特養　摂食嚥下指導　281回、講演･研修　12回実施）
○歯科医療協力運営会議　年２回（オンライン開催）
○課題にむけた取組を行うため作業部会を設置し、年２回実施

課題と対応策

〇年２回参加事業者に効果検証シートの提出を依頼しているが、事業者負担が大き
い。効果検証シートの見直しを検討するとともに、摂食嚥下指導事業での効果･検証
を現場へ効果的に提供できるようにするため、引き続き年２回の歯科医療協力運営会
議を開催し、情報提供していく。

施策を支える
事業・取組

（８）効率的な実地指導の実施

所管課：福祉管理課

・利用者の生活実態、サービスの提供状況、介護報酬基準の適合状況等を直接確認
し、より良いケアの実現及び保険給付の適正化を推進するため、実地指導の標準化・
効率化を進めます。
・令和６年度介護報酬改定等により新たに取組が必要となった事項、義務化された事
項の実施状況等を確認して適切な指導及び助言を行い、事業所におけるサービスの
質の向上を図ります。

計画期間に
おける取組

＜令和６～８年度＞
・ 指導計画に基づき、実地指導及び集団指導の実施
・ 実地指導予定数 100 事業所／各年度
・ 集団指導予定数 １回／各年度

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○実地指導　97事業所
○サービス種別集団指導　居宅介護支援事業所及び地域密着型サービス事業所を
対象に、YouTube「大田区公式チャンネル」及び「ｅラーニングシステム」を利用した動
画配信形式で実施

課題と対応策

○実地指導は、国の指針において原則として指定又は許可の有効期間内（６年）に少
なくとも１回以上（居住系サービス等は３年に１回以上が望ましい）行うこととされてい
る。区内の事業所数は約900と多いため、今後も、指導の標準化･効率化に向けた取
組を推進する。

◎：計画どおり達成できた。

◎：計画どおり達成できた。
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【 】

【 】

施策を支える
事業・取組

（９）サービスの向上に向けた情報の提供・公表

所管課：福祉管理課・介護保険課

・介護保険事業者連絡会等において、利用者からの苦情、事故報告書から蓄積した適
切なサービスのあり方や事故等の未然防止策を周知するほか、実地指導等により把
握した好事例のサービス情報の普及・浸透を図ります。
・福祉サービス第三者評価制度の普及定着を図り、区民が、介護事業所の利用を検
討する際の具体的な情報として活用できるよう受審結果の公表を促します。

計画期間に
おける取組

施策を支える
事業・取組

（10）在宅医療の区民への普及啓発

所管課：健康医療政策課

・かかりつけ医の重要性や、在宅医療への区民の理解・認知度を深めるために、在宅
医療についてわかりやすく説明した「在宅医療ガイドブック」の配布や、区民向け公開
講座（くらし健康あんしんネットおおた）を開催し、普及啓発に取り組みます。

計画期間に
おける取組

＜令和６年度＞
・ 区民及び関係事業者を対象としたアンケート調査・分析等に基づき、「在宅医療の区
民への普及啓発」に関する今後の取組方針について検討を実施
＜令和７年度＞
・ 「在宅医療の区民への普及啓発」に関する取組に着手予定
＜令和８年度＞
・ 全体会（くらし健康あんしんネットおおた）の開催を通して、かかりつけ医の重要性や
在宅医療への区民の理解・認知度向上に向けた継続的な取組

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○補助金交付　民間在宅サービス事業所18か所、民間施設系サービス事業所2か
所、認知症対応型共同生活介護事業所37か所

課題と対応策

○事業所が第三者評価を受けそれを公表することにより、利用者が事業所の内容把
握やサービスを選択する際の目安となることから、多くの事業所が第三者評価を受審
することが課題となっている。より多くの事業所に第三者評価の受審を促すため、事業
の周知を図る。

《医療と介護の連携を推進します》

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

〇大田区在宅医療連携推進協議会にて、令和５年度に実施した調査（※区民（6000
人）及び医療・介護関係事業者（約600か所）を対象）結果に基づいて今後の取組方
針について検討を実施
○全体会（くらし健康あんしんネットおおた）１回、実行委員会5回
○区民向け公開講座「おひとりさまで老後を生き抜くにはpart2」を開催し、①講演
「生き抜くために知っておきたいお話」、②パネルディスカッション「もしも認知症や病
気になったら・・・」を実施

課題と対応策
○区民公開講座の実施にあたり、「講演テーマ・ボリューム」「会場確保」「映像モニター
サイズ（※映像の見えやすさ）」等、区民アンケート結果を踏まえ、来年度以降も引き続
き検討が必要である。

◎：計画どおり達成できた。

○：おおむね計画どおり達成できた。
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【 】

【 】

計画期間に
おける取組

＜令和６年度＞
・ 区民及び関係事業者を対象としたアンケート調査・分析等に基づき、「在宅医療相談
窓口の利用促進」に関する今後の取組方針について検討を実施
＜令和７年度＞
・ 「在宅医療相談窓口の利用促進」に関する取組に着手予定
・ 定期的な区報掲載や専門職へのリーフレット配布を行い、「在宅医療相談窓口」の認
知度向上
＜令和８年度＞
・ 在宅医療ガイドブックの配布及び区報掲載、統合ポスター等、定期的な広報による
在宅医療相談窓口の認知度向上・窓口の利用促進

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○在宅医療相談窓口の相談件数　286件
○在宅医療ガイドブックの配布及び区報掲載、統合ポスター等による定期的な広報に
より、継続的に在宅医療相談窓口について区民周知を実施

課題と対応策
○「在宅医療相談窓口」及び「在宅医療」に関する実効的な普及啓発が課題であり、引
き続き定期的な区報掲載や、専門職へのリーフレット配布を行い、認知度向上を図る。

施策を支える
事業・取組

（11）在宅医療相談窓口の利用促進

所管課：健康医療政策課

・在宅医療相談窓口を広く周知することを目的に、医療・介護関係者には専門職向け
のリーフレットを配布します。区民には定期的な区報掲載のほか、より具体的な記載を
している「在宅医療ガイドブック」を配布し、認知度の向上を図り、窓口の利用促進を
図ります。

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○在宅医療に関する多職種研修　18回
○大田区在宅医療連携推進協議会にて、令和５年度に実施した調査（※区民（6000
人）及び医療・介護関係事業者（約600か所）を対象）結果に基づいて、在宅医療サー
ビスの認知度及びサービス提供にあたっての環境･体制整備状況や、医療と介護の連
携を図る上での課題、目指すべき方向性について検討を実施

課題と対応策
○在宅医療関係者の連携構築及び在宅医療に関するさらなる知識向上を目指し、
「高齢者」を対象としたテーマに加え、「医療的ケア児・者」「在宅医療が必要ながん治
療」「精神疾患」「難病」等、幅広い分野をテーマとした「多職種研修」に取り組む。

施策を支える
事業・取組

（12）医療と福祉・介護の連携

所管課：健康医療政策課

・在宅医療に関するスキルアップを目的とした多職種研修や、病院と地域の医療・介護
関係者による交流会等を実施し、在宅医療・介護に係る課題抽出や解決策について
検討していく機会を通じて、関係者相互の連携を強化していきます。
・地域における医療、介護の関係機関が連携し、包括的かつ継続的な在宅医療・介護
サービスを提供できるよう、「在宅医療」と「介護」の提供体制整備に向けた取組を実
施します。

計画期間に
おける取組

＜令和６年度＞
・ 区民及び関係事業者を対象としたアンケート調査・分析等に基づき、「在宅医療・介
護連携」の推進に向けた今後の取組方針について検討を実施
＜令和７年度 ＞
・ 「在宅医療・介護連携の推進」に向けた取組に着手予定
＜令和８年度＞
・ 在宅医療に関するスキルアップを目的とした多職種研修、病院と地域の医療・介護
関係者による交流会等を継続的に実施

○：おおむね計画どおり達成できた。

○：おおむね計画どおり達成できた。
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【 】

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○研修等実施実績
　区民・区内事業者向けセミナー　２回（９月、２月）
　区内企業向けセミナー　２回
　個別相談受付件数 　1１件
○「仕事と介護の両立支援コーディネート事業」を一般社団法人大田区支援ネットワー
クに業務委託し、区内企業向けセミナー、区民･区内事業者向けセミナー及び区民・区
内事業者向け個別相談室を開催
○介護保険制度や介護準備、仕事と介護の両立の重要性について、セミナーを通じて
普及啓発を実施
○介護に関する相談窓口を設けることで、区民や事業者の悩みや不安を解消し、必要
に応じて他機関への連携

課題と対応策

○令和７年４月から育児・介護休業法の改正により、事業主に対して、介護離職防止
のための仕事と介護の両立支援制度の強化等が義務付けされた。生産年齢人口の減
少が見込まれる中、介護離職を防止するために、区内企業における仕事と介護の両立
に向けた職場環境づくりへの支援や、現役世代等への介護保険制度の普及啓発が課
題となる。「仕事と介護の両立支援コーディネート事業」を通じて、介護保険制度全般
のさらなる周知に努めていく。

施策を支える
事業・取組

（13）区民及び区内企業・事業者へ向けた普及啓発

所管課：介護保険課

・セミナー等を通じ、区民や区内企業・事業者へ向けて、介護保険制度や仕事と介護
の両立支援に有効な制度等の理解促進を図ります。
・相談窓口等を通じて、働きながら介護を行っている介護者の不安軽減に資する効果
的なサービスの組み合わせや地域資源等の情報提供を行います。また、必要に応じ
て、地域包括支援センター等の関係機関との橋渡しの役割を果たすことで、介護者の
不安や負担の軽減を図ります。
・区内企業・事業所に対し、東京都の介護休業取得応援事業や、介護に直面した従業
員の就業継続を支える各種制度等の周知に取り組む区民活動団体を支援します。

計画期間に
おける取組

＜令和６～８年度＞
・ 区民、区内事業者向けセミナー 年間２回
・ 区内企業向けセミナー 年間４回程度
・ 仕事と介護の両立相談への対応 年間10 件程度

《仕事と介護の両立支援に取り組みます》

◎：計画どおり達成できた。
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【 】

【 】

課題と対応策
○認定調査員の中核を担う介護支援専門員は、業務が多忙な中、現任研修に参加し
ており、当日欠席や途中退出が生じている。より多くの認定調査員の研修受講に向
け、研修の実施時間、実施方法、実施内容等について検討していく。

施策５　効果的・効率的な介護給付の推進

施策の方向性
〇適切かつ公平な要介護認定に向けた取組を進めます
○自立支援に資するケアマネジメント力を強化します
○適正な介護報酬請求を促し、介護事業者の健全な運営を支援します

施策を支える
事業・取組

（１）介護認定調査員研修の実施

所管課：介護保険課

・委託の拡大により、様々な知識・経験を有する者が認定調査を適切に実施されるよう
認定調査員研修を適宜開催し、その参加を促します。

計画期間に
おける取組

＜令和６～８年度＞
・ 認定調査員研修参加者数 280 名程度／各年度

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○研修参加者数　193人
・新規研修　39人（東京都主催のeラーニングによる研修・１年を通じて開催）
・現任研修　154人（大田区主催の講義形式による研修・６回開催）

○：おおむね計画どおり達成できた。

施策を支える
事業・取組

（２）審査会委員間での審査判定の基本的な考え方の共有

所管課：介護保険課

・審査会での模擬審査の実施、定期的なニュースレターの発行や合議体連絡会の開
催等を通じた情報共有により審査会委員の基本的な考え方の共有を図るとともに、オ
ンライン審査会の継続により安定的な審査会運営を実施していきます。

計画期間に
おける取組

＜令和６～８年度＞
・ 審査会での模擬審査を年1 回実施
・ 「審査会だより」を定期発行
・ 合議体連絡会をＷＥＢ参加も含め年1 回開催
・ 介護保険課、大森地域福祉課、調布地域福祉課においてオンライン審査会を引き続
き実施

○：おおむね計画どおり達成できた。

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○「審査会だより」を年３回発行
○合議体連絡会　参加者数　40人（会場 12人、Web  28人）
○Web会議による審査会を介護保険課、大森･調布地域福祉課で実施

課題と対応策
○医師、歯科医師、薬剤師、施設職員など様々な職業の方に審査会委員を委嘱してお
り、情報共有を行うにあたり時間や手段などの制限がある。適正な審査会のあり方に
ついて情報共有を進めていく。
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【 】

・計画期間内に、区内の居宅介護支援事業所が一巡するよう、毎年60 件程度のケア
プラン点検を実施します。
・各居宅介護支援事業所において、管理者や主任介護支援専門員(以下この章におい
て「（主任）ケアマネジャー」という。)が中心となり、自主的にケアプラン点検が実施さ
れるよう、「保険者と介護支援専門員が共に行うケアマネジメントの質の向上ガイドラ
イン」を活用しながら、点検する際のポイント等を習得していくケアプラン点検の仕組み
を構築していきます。
・国保連から提供される給付実績帳票を活用し、福祉用具貸与のサービスを含むケア
プランの点検を進め、給付適正化を促進します。

計画期間に
おける取組

＜令和６～８年度＞
・ 区内の居宅介護支援事業所が一巡するよう、毎年60 件程度のケアプラン点検を実
施
・ 「保険者と介護支援専門員が共に行うケアマネジメントの質の向上ガイドライン」を
活用しながら、各事業所において、管理者や主任ケアマネジャーを中心とした自主的
なケアプラン点検が実施されるよう、継続的に働きかけていく

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○ケアプラン点検　５３件（令和６年８月、10月実施）
○グループ討議型のケアプラン点検を令和６年12月に実施し、好事例等を共有
○住宅改修現場確認件数 7件、特定福祉用具購入現場確認件数 4件

◎：計画どおり達成できた。

施策を支える
事業・取組

（４）ケアマネジャー向け研修

所管課：介護保険課

・研修やケアプラン点検を通じて「大田区のケアマネジメントに関する基本方針」の周
知徹底を図ります。
・ケアマネジャーを支援するため、多くの要介護者等が抱える共通の生活課題や、ケア
マネジャーの要望に即した多様なテーマの研修を実施します。
・研修の開催にあたっては、インターネットを活用した研修環境を取り入れ、受講者の
負担軽減を図ります。

課題と対応策

○基本方針で「日々の業務で実践している」と回答した居宅介護支援事業所はまだ少
ない状況であり、要介護者と介護者双方の自立を支援する観点から、基本方針に基
づくケアマネジメントが実践されるよう、ケアプラン点検等を通じて、継続的に働きかけ
ていく。
○特定福祉用具購入申請にかかる審査の向上のため、職員が現場確認や講習会へ
積極的に参加する必要がある。研修や講習会への積極的な参加、住環境コーディネー
ターの資格取得などを通じて、点検に必要なスキルの習得を促進していく。

施策を支える
事業・取組

（３）ケアプラン点検、住宅改修等の点検・福祉用具購入・貸与調査

所管課：介護保険課

計画期間に
おける取組

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○ケアマネジャー向け研修　延参加者数　1,274人（６回実施）

◎：計画どおり達成できた。

課題と対応策

○「大田区のケアマネジメントに関する基本方針」について周知を継続し、事業所内で
自立に資するケアプランが作成されるよう継続的に研修を実施する必要がある。その
ため、多くの要介護者等が抱える共通の生活課題や、ケアマネジャーの要望に即した
多様なテーマの研修を受講者の負担を考慮し、WEB配信により実施する。
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【 】

【 】

【 】６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○給付事績を活用した点検数　10,339件　　○点検後事業所宛通知件数　22件

（６）介護給付費通知

所管課：介護保険課

（5）縦覧点検・医療突合

◎：計画どおり達成できた。

所管課：介護保険課

・国保連から提供される縦覧点検・医療突合の帳票については、点検帳票の拡大を図
ります。また、国保連の介護給付適正化関連システム研修会等を活用し、縦覧点検・
医療突合に係る担当職員の点検技能の向上を図ります。

計画期間に
おける取組

＜令和６～８年度＞
・ 国保連から提供される縦覧点検・医療突合情報について、全件点検を継続
・ 制度改正への理解を深め、適正な給付が行われるように点検を行う

施策を支える
事業・取組

・介護保険サービス利用の内容について、受領者の視点に立って「見やすく、理解しや
すい」をめざした給付費通知を作成します。受領者の反応等をもとに、給付費通知の
効果や課題の検証を行い、第９期計画期間において事業効果や継続性等について検
討します。

計画期間に
おける取組

課題と対応策
○実績から不適切な請求が疑われる場合、直接点検する権限はなく通知に留まって
いる。そのため、ヒアリングシートを活用し、不適切給付の発見に努め、適正な請求を
行うように事業所への啓発を行っていく。

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○点検件数　縦覧点検　23,487件
○点検後事業所宛通知件数　88件

計画期間に
おける取組

＜令和６～８年度＞
・ 国保連から提供される適正化情報を精査し、効果の高い帳票を主に点検していく
・ 介護事業所に対して自主点検を求めるなど適正な給付をめざす

施策を支える
事業・取組

（７）給付実績の活用

所管課：介護保険課・福祉管理課

・国保連のケアプラン分析システムにより抽出した事業所詳細情報や適正化情報を活
用し、介護報酬の請求等に疑義のある介護事業者に対して、請求内容の自主点検を
求めるとともに、不適切な請求のあった事業所には適切な助言・指導を行っていきま
す。

課題と対応策

○介護給付費通知は年１回の送付のため、区民には馴染みがなく問い合わせも多い。
高齢者にもわかりやすいように通知内容やチラシの工夫を行い、通知を確認してもら
うことで利用者の介護保険給付の理解促進に務める。また、事業者にも広く周知する
ことで、不正請求を抑止し、事業所の適正な介護報酬請求につなげていく。引き続き、
適切なサービス利用や適正な請求につながっているか、効果･検討を行っていく。

課題と対応策
○点検スキルの職員間での継承が課題となっているため、点検のノウハウを蓄積、継
承し、点検件数の維持拡大に努める。

施策を支える
事業・取組

＜令和６～８年度＞
・ 利用者の介護保険給付についての理解を深めるとともに、事業所の適正な介護報
酬請求を促進するため、継続して取り組んでいく

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○通知件数　25,611件
○利用者からの問合せ　71件

◎：計画どおり達成できた。

○：おおむね計画どおり達成できた。
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課題と対応策

○高齢者や外国人の増加が予想され、住宅確保要配慮者に対する居住支援の重要
性は高まっている。住宅確保要配慮者の住まいを確保するためには、住宅オーナーや
不動産事業者の理解と協力が不可欠であり、安心して住宅を貸すことができる仕組み
を整備することが課題となっている。大田区居住支援協議会を中心に更に広く多様な
活動主体と連携・協働し、住む人も貸す人も安心できるように取り組んでいく。

施策６ 住まい確保への支援

施策の方向性
〇居住支援の事業・取組を充実し、施設整備を含めた高齢者の住まいの確保を
　 図ります
○住まいに伴う生活支援サービスの提供に取り組みます

施策を支える
事業・取組

（１）居住支援の事業・取組の充実

所管課：建築調整課

・高齢者、障がい者、ひとり親世帯などで、住宅に困窮する住宅確保要配慮者の民間
賃貸住宅への円滑な入居を促進するため、不動産関係団体や居住支援団体等との協
働により、居住支援施策の充実を図ります。
・住宅確保要配慮者に対する理解促進や住宅セーフティネット制度の周知・普及等に
取り組みます。
・住宅確保要配慮者の相談に応じて助言を行うとともに、各種助成制度や協力不動産
店リストの提供を通じて、民間賃貸住宅への円滑な入居の促進を図ります。
・相談対応実績をもとに、入居者・貸主双方の安心・安全を確保する居住支援施策に
ついて、関係者が連携し、課題整理や支援のあり方等について検討していきます。

計画期間に
おける取組

＜令和６年度＞
・ 協力不動産店リストの登録・拡充をはじめ、保証会社加入費助成等、各種居住支援
施策の強化
・ 住宅相談窓口における相談・支援業務において、各部局間の円滑な連携による支援
体制を構築し、住宅確保要配慮者の円滑な入居の支援
・ 家主・不動産店向け説明会や居住支援セミナー等による啓発活動を継続し、協力不
動産店の理解促進を推進
・ 相談者の入居後アンケート調査の実施等による実態把握により、課題整理や支援の
あり方等について検討
＜令和７年度＞
・ 協力不動産店リストの登録・拡充をはじめ、各種居住支援施策の強化
・ 住宅相談窓口における相談・支援業務において、各部局間の円滑な連携による支援
体制を構築し、住宅確保要配慮者の円滑な入居の支援
・ 家主・不動産店向け説明会や居住支援セミナー等による啓発活動を継続し、協力不
動産店の理解促進を推進
・ 関係者の連携により、課題整理や支援のあり方等について検討
＜令和８年度＞
・ 協力不動産店リストの登録・拡充をはじめ、各種居住支援施策の強化
・ 住宅相談窓口における相談・支援業務において、各部局間の円滑な連携による支援
体制を構築し、住宅確保要配慮者の円滑な入居の支援
・ 家主・不動産店向け説明会や居住支援セミナー等による啓発活動を継続し、協力不
動産店の理解促進を推進

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○居住支援協議会　２回開催
○居住支援セミナー及び個別相談会　参加者数　40人
〇福祉支援者向け居住支援説明会　参加者数56名
○「概要版　家主･不動産事業者向け居住支援ガイドブック」の新規作成
○住宅相談窓口での協力不動産店リストの配布　356件
○保証会社加入費助成　６件　　○緊急連絡先代行サービス利用料助成　１件
○緊急通報サービス利用料助成　０件　　○入居者死亡保険加入費助成　3件

○：おおむね計画どおり達成できた。
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施策を支える
事業・取組

（２）生活支援付すまい確保事業

所管課：高齢福祉課

・「１ 居住支援の事業・取組の充実」による支援で入居契約に至らなかった高齢者に対
して、物件紹介や現地内覧・契約手続きの同行支援等、さらに寄り添った支援を行い
ます。
・電話や訪問による見守りなどの生活支援を行い、貸主が安心して物件を提供できる
環境を整え、円滑な入居契約につなげます。

計画期間に
おける取組

課題と対応策

○令和４年度大田区高齢者等実態調査の結果から、介護が必要になっても自宅での
生活継続を希望する方が多い。一方で、自宅がバリアフリー化されていない、修繕費
の確保が難しいなど、高齢者が自宅での生活を継続するうえで様々な問題を抱えて
いることがわかる。本事業の令和３年度における実施件数は52件、令和４年度は39
件、５年度43件と減少傾向にある。本制度を必要としている方に情報が行き届くよう、
地域包括支援センターなどと連携し、引き続き事業の周知に努めていく。

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○事業申込件数　14件　　　○入居契約成立件数　７件

課題と対応策

○物件探しにおいては、不動産業者から提示される物件と本人希望の折り合いが付
かず、契約成立が難しいケースがある。利用者が抱える問題を早期に把握し、解決の
道筋を示すことができるよう、情報提供・情報交換及び必要に応じてカンファレンスに
参加することにより、地域包括支援センターや生活保護ケースワーカー、介護事業者
等、関係機関との連携強化を図る。

施策を支える
事業・取組

（３）高齢者住宅改修への支援

所管課：地域福祉課

・高齢者の在宅生活を支援するため、住宅改修費の助成を行い、生活の質の向上、介
護者の負担軽減を図ります。

計画期間に
おける取組

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○住宅改修助成事業の実施　30件（前年度比13件減）
（大森：12件　調布：7件　蒲田：８件　糀谷･羽田：3件）

○：おおむね計画どおり達成できた。

○：おおむね計画どおり達成できた。
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施策を支える
事業・取組

（４）シルバーピア・高齢者アパートの供給

所管課：高齢福祉課

・高齢者の特性に配慮した安全で利便性の高い住宅を供給することにより、住宅に困
窮する高齢者の生活の安定と福祉の増進を図ります。
・立ち退き等の理由により住み替えが必要となったにもかかわらず、新たな住まいを確
保できない高齢者のため、シルバーピアや高齢者アパートを供給します。
・シルバーピアに高齢者住宅生活協力員を配置し、居住者の日常生活上の相談に対
応するなど、安心して生活できる環境を確保します。
・令和６年度中に区立シルバーピア糀谷の改修工事に着手し、その後、シルバーピア
蒲田の改修を実施し、より安全で住みやすい住宅の提供を行います。

計画期間に
おける取組

課題と対応策
○事業用地の確保が困難なことや建設コストの上昇等により、整備が進まない状況と
なっている。入居希望者の状況を把握しながら、区有地や空家等の活用も視野に入
れ、整備支援をしていく。

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○管理戸数
　シルバーピア　　 単身世帯用　296戸　二人世帯用 106戸
　高齢者アパート　単身世帯用　146戸　二人世帯用 15戸
○入居実績
　シルバーピア　　 単身世帯 　23世帯　二人世帯 ７世帯
　高齢者アパート　単身世帯 　６世帯　  二人世帯 ２世帯
〇改修工事　シルバーピア糀谷大規模改修工事着工(令和８年３月竣工予定)

課題と対応策

○住居の提供や建物の管理のみならず、居住者の生活状況や健康状態を適切に把握
し、地域包括支援センター、介護事業者等との連絡を密にしながら、安全で安心でき
る生活を支えていく必要がある。そのために、生活協力員や指定管理者が、居住者の
生活上の課題を見つけ、必要に応じて、関係機関への情報提供、詐欺や熱中症予防
等の注意喚起などを通じて、居住者が安心して暮らすことができる環境を維持してい
く。

施策を支える
事業・取組

（5）都市型軽費老人ホーム等の整備支援

所管課：介護保険課

・在宅で自立した生活を営むことに不安がある高齢者が、低所得でも入所でき、見守
りを受けながら生活できる都市型軽費老人ホームについて、計画期間中に１か所の新
規整備に向けた支援を行います。
・自宅等での生活が困難になった要介護者や、認知症高齢者が住み慣れた地域で暮
らし続けられる「住まい」として、認知症高齢者グループホームや特別養護老人ホーム
の施設・居住系サービスの整備支援を進めます。

計画期間に
おける取組

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○都市型軽費老人ホーム等の新規申請及び選定　なし

△：当初計画よりも伸び悩んでいる。

○：おおむね計画どおり達成できた。

23



【 】
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６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○登録者数　13,756人　　○ふれあい理美容補助券　利用枚数　6,６００枚
○ひとり暮らし高齢者未登録者一斉調査において訪問調査を実施
○ふれあい理美容補助券理美容店委託単価及び自己負担額について、市場調査等
による適正価格の検討を実施

課題と対応策
○登録内容について、変更手続きされていない情報があることが課題である。民生委
員や地域包括支援センターによる訪問等の機会をとらえ、現況を把握し必要な対応を
行うとともに、登録情報に変更があれば更新手続きを案内する。

施策を支える
事業・取組

（２）ひとり暮らし高齢者支援事業

所管課：高齢福祉課

・申請に基づき、ひとり暮らしの高齢者を区に登録することにより生活状況を把握し、
見守りに活用するなど、ひとり暮らし高齢者の在宅生活を支えます。

計画期間に
おける取組

＜令和６～８年度＞
・ 民生委員や地域包括支援センターへのひとり暮らし高齢者対象者一覧表の配付・活
用で、訪問や電話連絡等による本人の安否確認や生活・健康状況の把握及び緊急連
絡先等の既登録情報を更新
・ 一覧表をより有効的に活用した見守り方法の検討、順次実施

課題と対応策

○見守りキーホルダーの登録者数は増加しているが、所持率は高齢者全体の2割程
度にとどまっている。さらなる登録者数増を目指し、見守りキーホルダーのPR動画や
区公式X等に加え、PR手法を工夫し、高齢者本人やその家族等幅広い層に見守り
キーホルダー事業をより一層周知していく。

施策７ 見守り体制の強化・推進

施策の方向性
〇地域の多様な主体の参画による見守りネットワーク事業の拡充を進めます
○ひとり暮らし高齢者の孤立化防止を進めます

施策を支える
事業・取組

（１）高齢者見守りネットワーク事業の充実

所管課：高齢福祉課

・高齢者の見守りに関するセミナーの開催などにより、高齢者見守り事業の普及啓発
に努めるとともに、関係機関との連携を図り、地域での見守り体制の整備を支援しま
す。
・ひとり暮らし高齢者や認知症高齢者等リスクが高い高齢者に加え、介護・福祉サービ
スや地域のネットワーク等と関わりがない高齢者の状況把握を進め、きめ細やかな支
援を行うなど見守りの充実・強化に向けて取り組みます。
・見守り体制を強化するため、新たな見守り事業者の参入を促し、地域の民間事業者
がその事業活動の範囲内で見守り活動に参加する体制を推進します。

計画期間に
おける取組

＜令和６～８年度＞
・ 今後の見守り体制の検討及び構築
・ 地域包括支援センターや見守り推進事業者等の地域の関係機関との連携強化・推
進

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○見守りキーホルダー登録者数　39,831人（うち新規4,689人）
○地域でのセミナー等の開催　494件
○見守り推進事業者登録者数　48社（うち新規1社、脱退１社）
○見守り推進事業者連絡会の開催（４基本圏域レベルで各１回）
○見守り推進事業者及び地域包括支援センターを中心とする日常生活圏域ごとの見
守り体制の連携強化
○区公式X、はねぴょん公式Xでの広報活動、見守りキーホルダーPR動画の公開

○：おおむね計画どおり達成できた。

◎：計画どおり達成できた。
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課題と対応策

○自動応答メッセージによる誘導など、新たな手口に対する研究･対策が課題である。
庁内連携（三課連携）に加え、消費者安全確保地域協議会等、警察や関係機関が集ま
る場において、相談事例を共有し対策を検討する。得られた成果については、区民向
けの講座等で情報提供し啓発する。今後は、より幅広い層を対象に、消費者被害の未
然･拡大防止のため、増加傾向の悪質商法の手口や相談窓口としての消費者生活セ
ンターを周知していく。

施策を支える
事業・取組

（３）消費者被害防止の推進

所管課：防災危機管理課・地域力推進課・高齢福祉課

・高齢者の消費者被害の未然・拡大防止のため、高齢者見守りネットワークの重点事
業の一つとして、見守り関係者・関係機関との情報交換を継続的に行い、消費者相
談・福祉サービス支援につなげていきます。
・防災危機管理課、地域力推進課、高齢福祉課との庁内連携（三課連携）により、講演
会等の事業を実施していきます。

計画期間に
おける取組

＜令和６～８年度＞
・ 特殊詐欺被害防止啓発チラシの配布、自動通話録音機の貸与
・ 三課連携による講演会等の開催
・ 老人いこいの家等での高齢者を対象にした啓発事業の実施
・ ひとり暮らし高齢者未登録者への消費者被害防止リーフレット配布
・ 見守り関係者との情報交換
・ 消費者安全確保地域協議会の開催

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○自動通話録音機の無料貸出 3,284台（防災危機管理課など計29ヶ所)
○三課連携による講演会 参加者277人
○消費者生活センターにて、三課連携による大田区生活展への出展
○高齢者施設で特殊詐欺啓発DVD上映及び自動通話録音機の貸出
　 参加者延1,498人（30か所　121回、録音機貸出台数62台）
○老人いこいの家等での巡回啓発13回
○消費者講座前啓発　防災危機管理課７回、地域力推進課 7回
○特殊詐欺に対する注意喚起のためのチラシを配布　約2万枚
○リーフレット配布「悪質商法注意喚起（地域力推進課）」　約1万6,300部
○地域包括支援センター等から依頼の出張啓発12回
○地域力推進地区委員会での啓発16回
○高齢者見守り推進事業者連絡会へ出席　防災危機管理課１回、地域力推進課４回
○介護保険事業者連絡会 （ケア倶楽部にて資料掲載）
○消費者相談での地域包括支援センターとの連携
○庁内連携（三課連携）会議の開催　2回
○地域力推進課地域包括支援センター連絡会への出席　1回
○消費者安全確保地域協議会の開催（2/20）
○青色回転灯パトロールカーでの広報･啓発を区内全域で実施（年末年始を除く毎
日）

◎：計画どおり達成できた。
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課題と対応策

○涼み処を更に利用しやすい環境整備へ向けた工夫が求められている。関係部局や
民間事業者と連携し、開設場所の拡充を目指すとともに、区報やSNS等での周知に
加え、区民にとって利用しやすい環境整備に向け、掲示物等で視認性を高める工夫を
行っていく。

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○相談件数　915件（うち地域包括支援センターと連携した件数は10件）
○事業周知　区報（４回）、統合ポスター（２回）、ホームページへの掲載、デジタル
　　　　　　　　 サイネージでの周知

課題と対応策

○相談件数が減少しており、高齢者以外の多様な世代へも効果的・効率的な周知が
必要である。引き続き、区役所が閉庁している間も、区民がいつでも相談できる体制
を確保し、また、地域包括支援センターとも連携し、相談者を適切な福祉サービス利用
につなげていく。

施策を支える
事業・取組

（5）高齢者見守り強化策としての熱中症予防事業

所管課：高齢福祉課

・高齢者見守りネットワークの重点事業として、発症リスクの高い高齢者を対象とした
熱中症予防対策事業を展開し、見守りの強化と周知に努めます。
・今後、熱中症によるリスクはますます高まることが予想されるため、ひとり暮らし高齢
者等予防啓発の必要性が高い高齢者に対する訪問指導や熱中症セミナーの開催など
の取組を進めます。
・区内施設等に気軽に休憩することができる涼み処（クールスポット）を設置し、外出時
や自宅内で熱中症にかかるリスクの軽減を図ります。

計画期間に
おける取組

＜令和６～８年度＞
・ 民生委員の訪問による熱中症予防啓発用品の配布
・ 地域包括支援センター職員による訪問指導
・ 熱中症予防に関するセミナーの開催
・ 涼み処（クールスポット）の開設

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○民生委員による訪問指導対象者数　13,817人
○熱中症予防啓発用品として、うちわを購入、配布
○地域包括支援センター及び地域福祉課職員による訪問指導等　3,803件
○老人いこいの家、区民センター等を活用したセミナー開催　384回
○涼み処の開設　計304か所（うち区施設83か所、民間事業所221か所）

施策を支える
事業・取組

（４）高齢者ほっとテレフォンの実施

所管課：高齢福祉課

・区役所が閉庁している夜間・休日の高齢者や家族等からの相談窓口として、ケアマ
ネジャーや看護師などの福祉専門職が相談を受ける電話相談を実施します。
・支援が必要と思われるケースでは個人情報を聴き取り、区から地域包括支援セン
ターへ情報提供を行い、個別支援につなげます。

計画期間に
おける取組

◎：計画どおり達成できた。

◎：計画どおり達成できた。
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課題と対応策
○福祉避難所運営マニュアルの整備とこれに基づく訓練の実施が課題としてある。関
連部署と運営マニュアルの作成に向けた検討を行い、マニュアル作成後、協定締結施
設と連携して訓練を実施する。

施策８ 災害時等に備える体制の強化

施策の方向性

〇平常時から災害時・緊急時を想定し、健康面での危機管理に配慮する視点ももち
　 ながら備える体制づくりを進めます
○避難に支援を必要とする方の、緊急時の避難行動に関する計画作成を支援します
○災害によらない緊急時にも、関係機関との円滑な連携により対応します

施策を支える
事業・取組

（１）福祉避難所等の体制整備

所管課：防災危機管理課・特別出張所・高齢福祉課

・震災だけでなく、風水害も対象とした大規模自然災害を想定した対策を進めます。
・福祉避難所運営マニュアルに沿った支援体制を確立するとともに、訓練を通じてマ
ニュアルの検証を図りながら、実施体制の強化に努めます。
・一次避難所や水害時緊急避難場所における要配慮者スペースの円滑な設置・運営
に向けて、事前準備の強化に努めます。
・福祉避難所や学校避難所における要配慮者スペースの円滑な設置・運営に向けて、
事前準備の強化に努めます。
・介護事業者と連携し、自然災害を想定した情報伝達の訓練等を通じ、災害に備える
体制を強化します。
・介護事業所等における施設の安全性や、食料、飲料水、生活必需品、その他の物資
の備蓄・調達状況の確認を行うため、介護事業者が策定する災害に関する具体的計
画を定期的に確認していきます。

計画期間に
おける取組

＜令和６年度＞
・ 協定施設と連携し、避難所開設訓練を行い、運営マニュアルを検証
・ 個別避難計画に基づく避難者の受入れ体制、福祉避難所との連絡体制を確認
・ 協定施設備蓄物品の棚卸し、物資の搬入・入替の実施
・ 学校防災活動拠点における会議・訓練の実施
＜令和７～８年度＞
・ 介護事業者及び協定施設と連携し、避難所開設訓練の実施
・ 個別避難計画に基づく介護事業者との連絡体制を確認
・ 協定施設備蓄物品の棚卸し、物資の搬入・入替の実施
・ 学校防災活動拠点における会議・訓練の実施

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○特養・養護施設長会を通じ、福祉避難所協定に加え、風水害時における詳細事項を
定める覚書の締結
○令和７年度に向けた避難所開設訓練の計画と運営マニュアル作成の検討
○個別避難計画の福祉避難所との共有による避難者の受入れ体制の整備及び福祉
避難所の連絡先の把握と連絡体制の確認
○防災危機管理課と調整し、福祉避難所備蓄品を配備

○：おおむね計画どおり達成できた。

27



【 】

【 】

施策を支える
事業・取組

（２）個別避難計画の作成

所管課：福祉管理課・高齢福祉課・介護保険課

・災害時にリスクの高い避難行動要支援者については、ケアマネジャーを通じて、区が
優先的に個別避難計画の作成を支援します。
・個別避難計画を消防、警察、地域包括支援センター等の関係者に共有し、避難の実
効性を高めます。

計画期間に
おける取組

＜令和６～８年度＞
・ 水害時にハイリスクとなる方を対象とした優先的な計画書作成の継続
・ 作成された個別避難計画の更新（現況確認）
・ ケアマネジャーへの普及啓発

課題と対応策

○災害時の避難に支援が必要な人の把握のためにも避難行動要支援者名簿の登録
率を引き上げていく必要がある。区報や区HPの活用の他、「高齢者、障がい者向けマ
イ･タイムライン講習会」の際等にも避難行動要支援者名簿の登録の趣旨を説明し、支
援が必要な方の登録率の向上を図っていく。

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○個別避難計画を新規または更新で作成した件数　237件
（うち高齢者を対象とし、ケアマネジャーに委託して作成された件数　88件）
〇高齢者はケアマネジャー、障がい者は一部を相談支援事業所へ委託し、作成
〇作成した個別避難計画の写しを自治会・町会、民生委員へ共有
○ケアマネジャーをはじめ介護サービス事業所の方が、時間や場所を選ばず視聴でき
るよう、福祉人材向けeラーニングシステムを活用し、説明会を実施

課題と対応策

〇毎年度、新たに作成対象となった方の計画を作成するとともに、既に作成した方の
計画の更新もしていく必要がある。引き続き個別避難計画の作成を進め、作成した計
画は、自治会・町会、民生委員に共有を図り、災害時の支援で区と連携が図られるよ
う取り組んでいく。
○高齢の要配慮者の個別避難計画は、ケアマネジャーに委託し作成しており、ケアマ
ネジャーがついていない対象者の計画作成をどのように進めていくかが課題である。
各高齢者支援担当部署と課題を共有し、対応の検討を進める。

施策を支える
事業・取組

（３）避難行動要支援者名簿への登録推進と利活用

所管課：福祉管理課・高齢福祉課

・避難行動要支援者名簿の周知を図り、名簿への登録を進めます。
・名簿を警察や消防、自治会・町会や民生委員、地域包括支援センターに提供して、平
常時の見守りなどに活用します。
・新たな名簿の活用方法の検討を進め、名簿登録の有用性を周知することでさらに登
録者を増やしていきます。

計画期間に
おける取組

＜令和６～８年度＞
・ 区報、ホームページで避難行動要支援者名簿の登録について周知
・ 「高齢者、障がい者向けマイタイムライン講習会」で個別避難計画と併せて名簿の登
録についても普及啓発を行う
・ 個別避難計画の作成支援を通じて、避難行動要支援者名簿のさらなる活用ができ
るよう取り組んでいく

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○避難行動要支援者名簿登録者数　7,431人（名簿登録率　45.3%）
○名簿登録の有用性を周知するため、個別避難計画の作成の対象者へ計画様式等
の送付と併せて、避難行動要支援者登録の登録申請書を同封した結果、約1,900件
の新規申請書を受領
○高齢者、障がい者向けマイ･タイムライン講習会
　 要配慮者と家族向け　開催　４回、参加人数　80人
 　介護事業者等向け　　開催　２回、参加団体　33団体

◎：計画どおり達成できた。

◎：計画どおり達成できた。
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【 】

【 】

施策を支える
事業・取組

（４）介護事業者等への支援

所管課：介護保険課

・区と介護事業者が連携し、感染拡大防止のためのノウハウや効果的な支援のあり方
を情報共有していきます。
・感染拡大に伴う制度や運用に関する国や東京都の通知を介護事業者に周知すると
ともに、介護現場における状況やニーズを的確に把握し、必要に応じて国や東京都に
情報提供していきます。
・感染症発生時においても安定的にサービスを継続するための備えとして、業務継続
計画（ＢＣＰ）の策定・見直しを介護事業者に促し、未整備の介護事業者への支援を行
います。

計画期間に
おける取組

＜令和６～８年度＞
・ 感染症の理解や業務継続計画（ＢＣＰ)の策定等をテーマにした研修を実施
・ 東京都等から発信される情報を速やかに介護サービス事業者などに提供

課題と対応策

○見守りキーホルダー夜間休日照会対応窓口については緊急時の連絡先として設置
しているが、中には緊急性を要しない連絡も少なくない。しかし、高齢者が安心して暮
らせる環境を確保するため、夜間休日の対応を含め24時間の支援を引き続き実施す
る。
○近年は、区外在住者や住所不定者を警察署経由で緊急的に一時保護している事例
が増加し、総体としての利用人数は増加している。対応策として、要保護者の状況を
把握するためのチェックリストを作成の上、警察と連携し、アセスメントをしていく。併
せて、緊急ショートステイの必要床数及び必要施設等について、利用実績や今後の高
齢者人口の動向等を踏まえ検討していく。

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○感染症の理解や事業継続計画（BCP)の策定等をテーマにしたオンラインによる研
修を実施　参加者数67人（1回実施）

課題と対応策
○介護サービス事業者研修は、受講者数が令和5年度より増加した。事業者等の意向
やニーズを把握し、更に参加しやすい実施方法等を検討するとともに、大田区福祉人
材育成･交流センターの研修と調整し実施していく。

施策を支える
事業・取組

（5）緊急支援体制の整備

所管課：高齢福祉課・地域福祉課

・高齢者に緊急事態が発生したとき、関係機関との連携、見守りキーホルダーの活用
等により、夜間・休日を含む24 時間の支援体制を確保することで、行方不明・身元不
明となった高齢者の早期発見・身元確認を支援します。
・介護者の急病等で一時的に介護が困難になった場合などの緊急時に、ショートステ
イを利用し対応します。
・区の緊急支援体制や施策・事業について、警察などの関係機関と情報共有を図りな
がら連携できる体制を推進します。

計画期間に
おける取組

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○見守りキーホルダー夜間休日照会対応　174件（うち緊急事態の照会104件）
○緊急ショートステイ　通年確保4床（特養３床、老健１床）
　満床の時は特養の空床を利用（延べ利用人数　７０人、延べ利用床　３７９床）

◎：計画どおり達成できた。

◎：計画どおり達成できた。
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計画期間に
おける取組

＜令和６～８年度＞
・ 区民へ成年後見制度を正しく理解するためのパンフレット等を窓口で配布
・ 地域、専門職、関係機関等の連携強化を図る、成年後見制度等利用促進協議会を
開催(年２回)
・ 法的根拠や専門的知見に基づき支援方針を検討する権利擁護支援検討会議を開
催(月１回)
・ 支援者の権利擁護に関する体制強化を図るために、支援者向けの連絡会等を開催
・ 本人や親族等による成年後見制度の申立てが困難な方について区長申立てを活用
・ 成年後見人等への報酬を負担することが困難な低所得者等に対して報酬助成を実
施
・ 社会貢献型後見人（市民後見人）の研修会、情報交換会を実施
・ 福祉人材育成・交流センターで実施する権利擁護に関する研修会やe ラーニングの
実施(再掲)

施策９ 権利擁護支援・個人の尊重

施策の方向性

〇成年後見制度等の周知・利用促進に努めます
○人生を安心して暮らせるよう老いじたくを推進します
○高齢者の尊厳ある生活を支援します
○権利擁護の促進に資する体制の整備を図ります

施策を支える
事業・取組

（１）成年後見制度の利用促進

所管課：福祉管理課・地域福祉課

・住み慣れた地域の中で、一人ひとりの意思が尊重され、自分らしく生きるために、成
年後見制度の利用等により、高齢者等の権利擁護を図ります。
・成年後見制度利用促進中核機関として、大田区社会福祉協議会おおた成年後見セ
ンターと連携し、国が策定した「意思決定支援を踏まえた後見事務のガイドライン」等
に留意しながら、成年後見制度の周知や適切な利用促進を図ります。
・支援関係者が対応に悩むケースに対して、福祉・法律の専門職による中立的立場か
ら多角的な視点で成年後見制度利用の必要性や適切な支援の内容を検討・確認する
「権利擁護支援検討会議」を開催します。また、会議では成年後見人等が選任された
後も必要に応じてモニタリングを行い、本人や支援者、後見人等が円滑な人間関係を
構築できるよう継続的な支援も行っていきます。
・成年後見制度等利用促進協議会を中心に、支援が必要な人が適切な支援を受けら
れるよう地域連携ネットワークを強化して、専門職団体など地域の関係者が連携し、地
域課題の整理・仕組みづくりに向け、継続的に協議します。
・本人や親族が成年後見制度利用の手続きを進められないときは、「区長申立て」など
の利用の支援を行います。
・社会貢献型後見人（市民後見人）の養成や活動支援を行います。
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【 】◆実施内容に対する自己評価

〇区民・支援者向け啓発用パンフレット「ご案内します成年後見制度などの権利擁護
支援」2,000部を地域包括支援センターなど関係機関へ配付
○成年後見制度等利用促進協議会の開催　2回
　　地域連携ネットワーク強化部会の開催　　１回、金銭管理勉強会の開催　1回
○権利擁護支援検討会議の開催　１2回、案件14件
〇支援者向けに成年後見制度の利用支援に係る連絡会を開催　１回
〇区長申立て　　 54件
○後見報酬助成　74件
〇社会献型後見人（市民後見人）の研修会、情報交換会を開催　1回
〇福祉人材育成・交流センターによる権利擁護支援に関する研修会を開催　1回
〇eラーニングの実施（権利擁護支援検討会議の事例を追加）

６年度の実績
・実施内容

◎：計画どおり達成できた。

課題と対応策

○成年後見制度等利用促進協議会は年2回のみの開催であることから、取組の具体
化のためには、各課題やテーマに基づき、細部にわたる協議を円滑に審議するための
部会等を設置する必要がある。そのため、本協議会に地域連携ネットワーク強化部会
及び金銭管理勉強会を設置した。さらに具体的な協議を進めていく。
〇地域連携ネットワーク強化部会では、支援が必要な方を早期発見･早期支援につな
げるための予防的支援・見守り支援・相談窓口に結びつけるための協議をしている。
権利擁護支援の体制強化に向けた検討をさらに深度化させていく。
〇金銭管理勉強会では、国のモデル事業を実施している先駆的な自治体の取組状況
や課題等について情報共有したが、今後は法改正などを踏まえて国の動向を注視し、
情報共有していく。
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【 】◎：計画どおり達成できた。

施策を支える
事業・取組

（２）老いじたくの推進

所管課：福祉管理課

・医療・介護サービス、遺言、相続、不動産など、元気なうちから必要な備えをするため
のわかりやすい老いじたくパンフレットを作成・配布します。
・相続・遺言・不動産など将来への不安や疑問に、司法書士とおおた成年後見センター
職員が相談に応じる無料相談会を開催します。さらに、老いじたくに関する多岐にわ
たる疑問や不安に各分野の専門職(弁護士、司法書士、税理士等）が合同で助言する
個別相談会を開催します。
・老いじたくパンフレットに沿って、将来に向けて備えておきたい事項を、区民の方が整
理できるような内容のセミナーや講演会を開催します。

計画期間に
おける取組

＜令和６～８年度＞
・ 老いじたくパンフレット等の配布
・ 老いじたく相談会の開催（原則毎週水曜日）
・ 老いじたく合同相談会の開催（年２回）
・ 【地域版】老いじたくセミナーの開催（年６回）
・ 老いじたく講演会の開催（年１回）

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

〇老いじたくパンフレット等の配布
　老いじたくパンフレット【概要版】【赤】　4,600部増刷・配付
　老いじたく推進事業チラシ【6年度】　　7,000部作成・配付
〇老いじたく相談会の開催　　　　　　　46回　86組
〇老いじたく合同相談会の開催　　　　　2回　21組
〇 【地域版】老いじたくセミナーの開催 ６回　206人
〇老いじたく講演会の開催　　　　　　　　1回　178人
○老いじたく情報登録事業（令和６年7月22日から相談・申請受付開始）
　　相談者116人、登録者4人
　　老いじたく情報登録チラシ　　　　　　　6,200部作成・配付

課題と対応策

○「人生100年時代」と言われる今日、元気なうちから将来に備え、いつまでも自分ら
しく人生を前向きに安心して暮らしていただくことを目的として、老いじたく推進事業
に取り組んでいるが、単身高齢者世帯等が増える中、老いじたくに資する施策がさら
に求められている。令和６年度から、老いじたくに関する情報を区に登録し、病気や死
亡などにより意思表示ができなくなったときに、本人の意思を伝えられるように、本人
が指定した方・医療機関・警察など必要な機関に情報提供を行う、老いじたく情報登
録事業を開始した。区民への周知については、関係機関と連携を図りながら、本事業
の普及啓発に向けて取り組んでいく。
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【 】◎：計画どおり達成できた。

課題と対応策

○高齢者虐待に係る相談・通報件数は増加傾向にあり、相談や通報先の周知につい
て、さらなる啓発が必要である。高齢者虐待防止の啓発パンフレットを作成及び配布
し、また、高齢者虐待事案等の相談や通報には迅速に対応し、高齢者の安全な生活の
早期回復に努めていく。
○令和６年度は、動画配信により実施するなど、研修実施方法を見直し、令和５年度
に比べ受講者数は増加した。さらなる介護サービス事業者の参加促進のため、事業所
への周知等に努めていく。

施策を支える
事業・取組

（３）高齢者虐待防止の啓発及び高齢者虐待の対応

所管課：高齢福祉課・介護保険課・地域福祉課

・高齢者への虐待については依然として増加傾向にあるため、広く区民や介護に従事
する方、民生委員などへの周知・啓発や、対応する職員への研修などにより、虐待防止
のための周知・啓発の強化を継続して実施します。

計画期間に
おける取組

＜令和６～８年度＞
・ 高齢者虐待防止のパンフレットを作成・配布し、虐待防止の周知・啓発を実施
・ 介護保険サービスを提供する施設等に介護サービス相談員を派遣し、利用者の要
望や意見を聴き取ることで、サービスの向上や改善につなげる
・ 高齢者虐待防止のため、介護サービス事業者研修で高齢者虐待防止に関連した研
修を実施
・ 高齢者虐待や高齢者虐待防止法の取り扱いに準じた対応が必要な状況が生じた場
合は、速やかに対応し高齢者の権利を守る

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○高齢者虐待に係る相談・通報件数　442件（養護者390件、養介護施設従事者等
52件）
○高齢者虐待防止の啓発として、養護者向けパンフレットを作成し、区内居宅介護支
援事業所を中心に311か所に配布
　（養護者向け又は養介護施設従事者向けのパンフレットを隔年で発行）
○区職員及び地域包括支援センター職員向けに高齢者虐待対応研修の実施
　（計５回、延べ136人受講）
○介護サービス事業者向けに高齢者虐待防止に関する研修の開催　参加者数115人
（１回実施）
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【 】

課題と対応策

○見守りささえあいコーディネーターが、地域との関係づくりに時間をかけて取り組ん
でいても、担当者の変更等により、関係性の継続が担保されず地域づくりが停滞する
ことがある。行政側も人事異動があるため、同様の問題を抱えているが、継続した事
業運営を行えるように、密な情報提供・情報交換を行い、各コーディネーターの活動を
引き続き支援していく。

施策10 多様な主体が参画する地域づくりの支援

施策の方向性
〇生活支援サービスの体制整備を図ります
○高齢者を中心とした地域の多様な主体が集い、活躍する拠点を構築します

施策を支える
事業・取組

（１）生活支援サービスの体制整備

所管課：高齢福祉課

・高齢者の在宅生活を支えるため、地域包括支援センターに配置した見守りささえあ
いコーディネーターを中心に、ボランティア、ＮＰＯ、民間企業、社会福祉法人、協同組
合等の多様な事業主体による生活支援サービスが提供される体制を整備します。
・専門研修を通じてコーディネーターのスキルアップを図ります。
・社会福祉協議会の地域福祉コーディネーターと連携し活動します。
・地域ケア情報見える化サイトの運営を通じて地域資源の把握、活用を進めます。

計画期間に
おける取組

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○見守りささえあいコーディネーター（各包括に配置）向けに以下の取組を実施
　・地域ケア情報見える化サイト操作活用研修の実施　２回
　・第２回見守りささえあいコーディネーター全体会の実施

◎：計画どおり達成できた。
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【 】○：おおむね計画どおり達成できた。

施策を支える
事業・取組

（２）シニアステーション事業の推進

所管課：高齢福祉課

・地域包括支援センターとの一体的な運営により、高齢者の元気維持から介護が必要
になった時までの切れ目のない支援を提供します。
・習字・ヨガ・介護予防体操等のスペシャリストによる様々な講座を開催します。
・趣味仲間ができたら自主グループへと移行を促し、新たな通いの場としていきます。
また地域の多世代交流の場として、気軽に参加できるイベント等を開催します。

計画期間に
おける取組

＜令和６年度＞
・ （仮称）シニアステーション入新井の新規開設に向けた準備作業及び運営支援等の
実施
・ 既存のシニアステーションについては、事業実施計画に基づく取組と実施状況の把
握・支援
＜令和７年度＞
・ （仮称）シニアステーション西蒲田の新規開設に向けた準備作業及び運営支援等の
実施
・ 既存のシニアステーションについては、事業実施計画に基づく取組と実施状況の把
握・支援
＜令和８年度＞
・ （仮称）シニアステーション鵜の木の新規開設に向けた準備作業及び運営支援等の
実施
・ 既存のシニアステーションについては、事業実施計画に基づく取組と実施状況の把
握・支援

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○シニアステーション入新井の新規開設に向けた準備、運営支援等の実施
○既存のシニアステーションが、地域包括支援センターと連携しながら多彩なプログラ
ムを実施
○個別相談は、必要に応じて地域包括支援センターへ連携

課題と対応策

○シニアステーションと特別出張所等との複合化に際して、工期の進捗によって開設
時期が左右され、現行運営法人との諸調整や新たな運営法人選定に向けてのスケ
ジューリング等に影響を及ぼしている。令和８年度以降に新規開設予定のシニアス
テーション西蒲田においては、都区合同庁舎のため、都との調整も図りながら取り組
み、適宜進捗状況を把握しながら、新規開設に向けた準備作業及び運営支援準備等
を令和７年度に実施していく。
○シニアスーション利用者の固定化は、新規利用者が気軽に入りにくい雰囲気となっ
ている原因の一つであり、高齢化が進むにつれ、利用者数の先細りにつながる懸念も
ある。そのため、シニアステーションの新規利用者の獲得に向け、引き続き事業実施計
画に基づく取組を進めるとともに、Web配信の活用を含んだ各種プログラムの実施状
況を把握しながら必要な支援を行っていく。

35



【 】○：おおむね計画どおり達成できた。

課題と対応策

○老人いこいの家等の利用者の固定化は、高齢化が進むにつれ、利用者数の先細り
につながる懸念がある。時代の流れも汲んで、今後は高齢者だけの施設とするのでは
なく、多世代が利用できる施設としていくよう、施設機能や適正配置について関係各
部と調整していく。その中で、高齢者の居場所としての機能維持、介護予防事業の展
開・実施、大田区らしい地域共生社会の構築を目指した「場」の機能の充実に向けて
引き続き整備を進める。

施策を支える
事業・取組

（３）老人いこいの家等の新たな機能の展開

所管課：高齢福祉課・地域力推進課

・老人いこいの家や区民センター併設のゆうゆうくらぶのシニアステーション化につい
て、いこいの場や介護予防の場に加えて、多世代交流なども視野に入れた、これから
の高齢者福祉施設に求められる機能の導入、展開に向けて、施設整備や運営につい
ての方針をつくり、それに沿って検討を進めます。
・施設整備や運営に係る方針については、高齢者をとりまく状況や区の施設管理に係
る計画等との整合性を図ったものとするため、３年に一度のサイクルで内容の見直し
を図ります。

計画期間に
おける取組

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○「大田区立高齢者等通いの場整備方針」の見直し
○老人いこいの家やシニアステーション、区民センター併設高齢者施設（ゆうゆうくら
ぶ）の施設機能や適正配置の検討等
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【 】

課題と対応策

○令和8年度以降に移転予定の地域包括支援センター西蒲田において、特別出張所
等との複合化に際して、工期の進捗によって開設時期が左右され、現行運営法人との
諸調整等に影響を及ぼしている。都区合同庁舎のため、都との調整も図りながら取り
組み、適宜進捗状況を把握しながら、移転に向けた準備作業及び運営支援準備等を
令和７年度に実施していく。
〇地域包括支援センター蒲田、同糀谷の移転については、仮移転先にて運営したの
ち、元の場所に戻る計画のため、それぞれの工期の進捗によって移転、開設時期が左
右され、現行運営法人との諸調整に影響を及ぼしている。仮移転先との諸調整や工
事、戻る時の諸調整などについて、関係各部との協議等を行い、運営に支障がないよ
うに実施していく。

施策11 地域共生社会を見据えた地域包括ケアの体制づくり

施策の方向性
〇地域包括支援センターの相談支援機能等の強化を推進します
○地域ケア会議を通じて、地域の課題解決に向けた取組を推進します
○高齢者の地域での在宅生活を支えます

施策を支える
事業・取組

（１）地域包括支援センターの配置

所管課：高齢福祉課

・地域包括ケアシステムの中核となる地域包括支援センターについて、地域力の拠点
である特別出張所との複合化や管轄地域内への設置、地域の人口等に応じた配置を
進めます。

計画期間に
おける取組

＜令和６年度＞
地域包括支援センター 23 か所
（大森・平和島・入新井※１・馬込・南馬込・徳持・新井宿・嶺町・田園調布・たまがわ・久
が原・上池台・千束・六郷・西六郷・やぐち・西蒲田・新蒲田・蒲田・蒲田東・大森東・糀
谷※２・羽田）
＜令和７年度＞
地域包括支援センター 23 か所
（大森※２・平和島・入新井・馬込・南馬込・徳持・新井宿・嶺町・田園調布・たまがわ・
久が原・上池台・千束・六郷・西六郷・やぐち・西蒲田・新蒲田・蒲田・蒲田東・大森東・
糀谷・羽田）
＜令和８年度＞
地域包括支援センター 23 か所
（大森・平和島・入新井・馬込・南馬込・徳持・新井宿・嶺町・田園調布・たまがわ※１・久
が原・上池台・千束・六郷・西六郷・やぐち・西蒲田※１・新蒲田・蒲田※２・蒲田東・大森
東・糀谷・羽田）
［※1：移転 ※2:暫定移転・仮移転］

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○地域包括支援センター入新井の移転（令和６年12月から移転先で業務開始）
○地域包括支援センター大森の移転に向けた準備作業の実施
〇地域包括支援センター西蒲田の特別出張所との複合化に向けた関係各部との調整
○蒲田、糀谷の特別養護老人ホームの大規模修繕に伴う地域包括支援センターの移
転に向けて、関係各部との協議への参画

○：おおむね計画どおり達成できた。
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【 】

施策を支える
事業・取組

（２）地域包括支援センターの運営支援

所管課：高齢福祉課

・地域包括支援センターは、高齢者の総合相談窓口としての機能のほか、地域包括ケ
アシステムの中核機関として、地域ケア会議の開催等を通じて高齢者を支える地域づ
くりの役割を担っています。今後、さらに多様化・複雑化する高齢者等の複合課題に対
応するため、各地域包括支援センターの相談支援機能の向上及び関係機関との協
力・連携推進に向けた支援を行います。
・令和６年度から新たに取り組む「機能アップ３か年計画（令和６～８年度）」を通じて、
地域包括支援センターとして必要な機能のさらなる向上を図ります。
・地域包括支援センター事業について見直しを図りながら必要な人員、費用算定の検
討を進めます。

計画期間に
おける取組

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○機能アップ２か年計画（令和４年度から令和５年度まで）の取組結果の総括、３か年
計画（令和６年度から令和８年度まで）の作成支援及び事業計画に基づいた取組状況
の把握
○地域包括支援センターの事業評価　23か所
○職員研修及び取組事例発表会の実施　３回
○弁護士による法務支援　25件
○地域包括支援センター運営協議会の開催　３回
○大田区地域包括支援センター業務マニュアルの改訂

課題と対応策

○複雑多様化する区民の相談に適切に対応できるよう、地域包括支援センター職員
のスキルアップ及びセンター全体の機能強化を図ると同時に、関係機関と連携しなが
らセンター運営の安定に必要な支援を行う必要がある。職員研修及び福祉講演会を
実施し、地域包括支援センター職員全体の相談支援の知識向上を図るとともに、例年
実施している事業評価の一環で地域包括支援センターの利用者を対象にアンケート
を実施し、センターの機能強化につなげる。

◎：計画どおり達成できた。
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【 】

施策を支える
事業・取組

（３）地域ケア会議の開催

所管課：高齢福祉課・地域福祉課

・地域包括ケアシステム構築の手段の一つとして、個別課題の検討から地域の共通課
題を発見し、解決に向けた検討を多職種連携により行う地域ケア会議を実施します。
・地域ケア会議について、個別レベル会議・日常生活圏域レベル会議・区レベル会議に
区分し、ボトムアップ式に個別課題、地域課題、区全体の課題の解決に向けた検討を
行います。
・個別レベル会議では、困難ケースの解決、自立支援、ケアマネジャーの資質向上等を
目的に、継続して開催します。
・日常生活圏域で抽出した地域課題について、解決に向けて地域の関係者による検討
を引き続き進めていきます。
・区レベル会議では、区の高齢者施策につながる案件の検討等を行います。

計画期間に
おける取組

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○個別レベル会議の実施　開催：84回 / ケース件数：96件
　 （支援困難ケース 43回/44件、自立支援ケース 39回/50件、
　　ケアマネ支援 １回/１件、その他 １回/１件）
○日常生活圏域レベル会議の実施　開催：36回 / テーマ件数：34件
○区レベル会議の実施　開催：１回
○個別レベル会議、日常生活圏域レベル会議は、地域包括支援センターが主催者と
なって適宜開催
○区レベル会議では、日常生活圏域レベル会議で取り上げた４事例を共有し、地域課
題の抽出や解決に向けた検討を実施

課題と対応策

○日常生活圏域レベル会議の報告書をもとにして区レベル会議で共有したため、個別
レベル会議からのつながりが分かりにくい部分があった。個別レベル会議から日常生
活圏域レベル会議を経て、区レベル会議に至るまでの連続性が分かりやすいものとな
るよう、資料作成に係る工夫や実施方法について検討し、今後の区レベル会議に反映
させていく。

◎：計画どおり達成できた。
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【 】

施策を支える
事業・取組

（４）高齢者在宅生活支援事業

課題と対応策

○要介護高齢者支援事業は、必要とする対象者に対して、認知度向上が課題である
ため、引き続きホームページに掲載し、区民及び介護事業所に向けて周知を行う。
○ねたきり高齢者訪問歯科支援事業の利用者は、おおむね減少傾向にある。従来の
区報やホームページへの掲載に加え、周知方法について工夫していく。
○救急代理通報システム事業は、高齢者の安心･安全な生活を維持するために寄与し
ているが、利用世帯数は減少傾向にある。今後も高齢者の生活の安全を確保し、在宅
福祉の増進を図るため、事業の効果検証を行う。
○紙おむつ等支給事業は、要介護状態にあり、紙おむつが必要な人に現物・現金を支
給している事業であるが、物価変動に対応した支給額の決定や、支給対象者の拡大
（現状の要綱では支給対象外となる人への対応）が課題としてある。令和7年4月から
支給限度額を増額したため、今後も物価上昇に注意し支給額を精査していくととも
に、他区の制度などを参考にし、支給対象者拡大について検討していく。

所管課：高齢福祉課・地域福祉課

・在宅の要介護高齢者に対し、介護サービス以外のニーズにも応じ、安心できる在宅
生活を支えます。
・要介護高齢者支援事業（出張理髪・美容、寝台自動車料金の助成、はり・きゅう・マッ
サージ）については今後の要介護者の増加を見据え、サービスのあり方を検討しま
す。
・そのほか、以下の事業を実施します。
ねたきり高齢者訪問歯科支援事業（歯科健康診査、摂食嚥下機能健診）
緊急代理通報システム事業
紙おむつ等支給事業

計画期間に
おける取組

＜令和6～7年度＞
・ 要介護高齢者支援事業について今後のサービスのあり方を検討
・ 救急代理通報システム事業は緊急事態へ即応ができるよう、適切な事業実施に努
める
・ 紙おむつ等支給事業は実施方法について精査し、適切な事業実施に努める
＜令和８年度＞
・ 要介護高齢者支援事業について今後のサービスのあり方を検討
・ 救急代理通報システム事業は緊急事態へ即応ができるよう、適切な事業実施に努
める
・ 紙おむつ等支給事業は実施方法について精査し、適切な事業実施に努める
・ ねたきり高齢者訪問歯科支援事業について、口腔に関する相談窓口として歯科医
療のセーフティネットの役割を担うとともにニーズの変化にあわせて見直しを図る

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○要介護高齢者支援事業
　 出張理髪利用件数　　 延べ879件　　　出張美容利用件数　延べ786件
　 寝台自動車利用件数　延べ1,039件　　健康回復利用件数　延べ308件
○ねたきり高齢者訪問歯科支援事業（歯科健康診査、摂食嚥下機能健診）
　 受付件数　65件
○救急代理通報システム事業　利用世帯数　計75世帯
　 （大森：22世帯　調布：14世帯　蒲田：14世帯　糀谷・羽田：25世帯）
○紙おむつ等支給事業
　 現物給付延べ人数　85,563人（前年度比：2,424人増）
　 （大森：26,312人  調布：21,380人  蒲田：25,410人  糀谷･羽田：12,461人）
　 現金給付延べ人数　3,285人（前年度比：385人減）
　 （大森：710人　調布：995人　蒲田：1,113人　糀谷･羽田：467人）

◎：計画どおり達成できた。
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【 】

課題と対応策

○介護家族会の参加者が少なく、メンバーも固定化されていることが課題となってい
る。家族会のみならず、認知症カフェ、高齢者ほっとテレフォンなど、介護者が気軽に
相談できる場があることを区報や掲示板、チラシ等でPRしていくとともに、地域包括
支援センターを通じて民間事業者や地域団体との連携を進め、周知の機会拡大を図
る。

施策を支える
事業・取組

（６）家族介護者の交流の促進

所管課：高齢福祉課

・介護者向け情報誌「ゆうゆう」を発行し、活動している家族会の情報や時節に即した
介護関連の知識等を提供し、介護者の精神的負担軽減や孤立化の防止に取り組みま
す。
・介護家族会の運営や交流会を支援します。

計画期間に
おける取組

計画期間に
おける取組

＜令和６～８年度＞
・区報、ホームページ、介護事業者連絡会等で事業の周知

６年度の実績
・実施内容

（5）家族介護者支援ホームヘルプサービス事業

所管課：地域福祉課

・要介護４・５の認定を受け、在宅で家族の介護を受けている方を対象に、家族介護者
の精神的・身体的負担軽減を図るため、ヘルパーを派遣します。
・利用の促進を図るため、介護保険事業者連絡会などの機会を利用し事業周知を図り
ます。

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○介護者向け情報誌「ゆうゆう」の発行（年４回、各回3,000部）
○介護家族連絡会の開催　２回

◆実施内容に対する自己評価

○家族介護者支援ホームヘルプサービス事業の実施　1044件（前年度比259件増）
　 （大森：339件　調布：254件　蒲田：310件　糀谷・羽田：141件）

課題と対応策

○制度の利用申請後、実際に利用した方の割合（利用率）が低い（介護者の突発的事
象に備えて申請している方も一定数存在すると考えられる）ことが課題である。本事業
は、令和６年４月に制度改正を行い、要介護３まで対象者を拡大しており、介護保険
サービスでは認められないサービス（見守り、話し相手、病院内介助等）も対象となっ
ている。突発的に利用が必要となった人に対応するための要綱整備を検討することに
加え、今後も、利用実績、社会情勢の変化、現場の声等を把握し、より効果的な事業
への見直しを検討していく。

◎：計画どおり達成できた。

◎：計画どおり達成できた。

施策を支える
事業・取組
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課題と対応策

○介護予防事業の参加者と国保データベース（KDB）システムとのデータを突合し、
参加者の健康状態を継続的・定量的に把握できるか検証しているが、まだデータの利
活用までは至っていない。今後、長期的にデータを蓄積することで健康状態の変化を
確認し、介護予防事業の効果検証に役立てていく。

施策を支える
事業・取組

（７）介護・医療等のデータの利活用

所管課：高齢福祉課

・「高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施事業」にて、国保データベース（ＫＤＢ）
システムを活用し、介護・医療の双方データを分析して事業対象者を抽出するなどし、
フレイル・介護予防の効率、効果的な推進を図ります。
・上記事業のデータ利活用に係る実例を普及啓発するなどして、関係各課にＥＢＰＭ
（データに基づく政策形成）の考え方を周知していきます。

計画期間に
おける取組

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○区で実施している各種介護予防事業と国保データベース（KDB）システムのデータ
を突合させ、事業参加者の健康状態を継続的・定量的に把握可能か検証
○国保データベース（KDB）システムを活用し、令和７年度実施する未把握高齢者等
調査に向けた対象者の検討

○：おおむね計画どおり達成できた。
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【 】

◎：計画どおり達成できた。

○：おおむね計画どおり達成できた。

課題と対応策

○ステップアップ講座の開催回数、受講人数が倍増し、チームオレンジは初年度から９
団体の登録があった。一方で、高齢者一人ひとりが充実した暮らしを送るための環境
を整備するためには、若年層の認知症サポーターを増やしていくことが重要となる。そ
のため、小中学校での養成講座の開催について、従来の教育委員会への依頼に加
え、各地域包括支援センターから管轄内の学校等に対し、個別に働きかけを行う。

施策12 共生と予防を軸とした認知症高齢者への支援

施策の方向性
〇認知症の共生と予防への理解を深める地域づくりを進めます
○早期診断・早期対応のための体制整備を推進します
○若年性認知症の人と家族への支援を推進します

施策を支える
事業・取組

（１）認知症サポーター養成講座事業

所管課：高齢福祉課

・認知症に対する正しい知識と理解を持ち、認知症やその家族の「応援者」となる認知
症サポーターの育成を図ります。
・養成講座受講者を対象としたステップアップ研修の実施や、チームオレンジへの参加
に向けた取組を進めます。

計画期間に
おける取組

＜令和６～８年度＞
・ 個人参加型の講座開催や地域団体等が開催する講座への講師派遣
・ 小・中学校等や企業等への開催アプローチ
・ ステップアップ研修の開催及び各地域におけるチームオレンジ活動の推進

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○養成講座　63回　受講者 1,488人（認知症サポーター累計 38,291人）
　(会場での開催　23回　409人、小中学校での開催　８回　502人、
　　団体への講師派遣　21回　508人、オンラインでの開催　11回　69人）
○ステップアップ講座　13回　受講者281人
○チームオレンジ登録数　９団体

施策を支える
事業・取組

（２）認知症検診推進事業

所管課：高齢福祉課

・認知症の早期診断・早期対応の体制整備を推進するため、事業対象年齢の方（70
歳と75歳）へ認知症に関する知識の普及啓発を図るとともに、「大田区もの忘れ検診」
の受診を勧奨します。
・受診に至らない方にも「自分でできる認知症の気付きチェックリスト」を確認してもら
い、その点数を知らせてもらうことで、早期に地域包括支援センターとつながる仕組み
を進めます。

計画期間に
おける取組

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○対象者数　15,379人　受診者数　418人（受診率2.7％）
○対象者へ受診券、アンケートはがき（自分でできる認知症の気づきチェックリスト）、
地域包括支援センター案内チラシを郵送
○受診者のうち、個人情報の提供に同意した416人については、地域包括支援セン
ターに情報提供
○アンケート回答者数　945人（回答率6.2％）

課題と対応策

○対象者にチェックリストを実施してもらうため、アンケートはがきを取り入れるなどの
工夫をしてきたが、検診受診率の伸び悩みが課題である。令和７年度からは検診事業
が健康づくり課に移管となり、対象年齢も拡大されることから、認知症の早期診断の
重要性についてのパンフレットを作成するなど、健康づくり課との連携を強化し、受診
率の向上を図っていく。
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【 】

◎：計画どおり達成できた。

○：おおむね計画どおり達成できた。

課題と対応策

○各地域包括支援センターで、それぞれ特色を持った認知症カフェを継続開催できて
いるが、認知症の人や家族の参加をいかに増やしていくかが課題である。区報やホー
ムページ等で積極的な広報を行うとともに、認知症サポーターやチームオレンジのメン
バーから地域で参加を呼びかけてもらうなど、誰もが参加しやすいカフェの推進に取
り組んでいく。

施策を支える
事業・取組

（３）認知症地域支援推進員

所管課：高齢福祉課

・認知症の人やその家族の意向を伺いながら、適切なサービスが提供されるよう、相
談等に積極的に取り組みます。
・認知症の状況に応じた個別支援体制が構築できるよう、認知症初期集中支援チーム
や医療及び福祉サービス関係機関との連携を強化します。
・地域の誰もが参加できる認知症カフェの開催やチームオレンジ活動等を通じ、認知
症の人と家族が安心して暮らせる地域づくりを推進します。

計画期間に
おける取組

＜令和６～８年度＞
・ 認知症の人や家族、地域の人がともに集える認知症カフェの開催
・ 認知症の人や家族を地域で支えるチームオレンジ活動の推進
・ 企業や地域団体等への啓発、連携

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○認知症カフェの設置　26か所　参加人数　3,290人
○認知症地域支援推進員地域対応力向上研修の開催　１回　受講者43人
○各基本圏域における認知症地域支援推進員連絡会の定期開催　39回

施策を支える
事業・取組

（４）認知症初期集中支援チーム

所管課：高齢福祉課

・認知症が疑われる人や認知症の人、その家族に対し、医療・福祉の専門職と認知症
サポート医がチームを組んで、認知症の早期診断・早期対応に向けた支援体制を構築
します。

計画期間に
おける取組

＜令和６～８年度＞
・ 認知症地域支援推進員と連携し、対象者が必要とする医療や介護との支援体制構
築
・ 医療機関や認知症支援コーディネーターとの連携推進
・ 認知症初期集中支援チーム検討委員会の開催

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○個別支援チーム活動数　38件　　チーム医活動数　31件
○認知症初期集中支援チーム検討委員会の開催　１回開催

課題と対応策
○認知症に関する相談対応は年々増加しているが、初期集中支援チームとしての活
動件数は減少している。引き続き各医師会や認知症サポート医との連携を密にし、
チーム活動が円滑に行えるよう取り組んでいく。
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【 】

◎：計画どおり達成できた。

◎：計画どおり達成できた。

課題と対応策

○若年性認知症は未だ一般的に認知度が低く、診断に至るまでに、かなりの時間を要
しているという課題がある。誰もがなりうる病気であることを知ってもらうため、区報や
ホームページ等での広報活動に加え、ステップアップ講座や各種イベントにて若年性
認知症当事者に話をしていただく機会を増やすなど、より効果的な啓発方法を検討し
ていく。

施策を支える
事業・取組

（5）若年性認知症の人と家族への支援

所管課：高齢福祉課・介護保険課

・「大田区若年性認知症支援相談窓口」において、若年性認知症の人や家族の状況に
応じ、今後の生活の相談、就労支援、居場所づくりなど、様々な分野にわたる課題解
決に向けて伴走型支援を実施します。
・若年性認知症デイサービス事業については、引き続き普及啓発と受入人数の拡充を
図りながら、適切な支援を実施します。

計画期間に
おける取組

＜令和６～８年度＞
・ 若年性認知症の人や家族の状況に応じた伴走型支援の実施
・ 各関係機関との支援ネットワークの構築推進
・ 本人ミーティング、家族会の支援

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○若年性認知症支援相談窓口の運営　相談件数 1,879件
○若年性認知症に係る普及啓発活動　178件
○区内外の関係機関との連携　283件
○家族会　13回開催、本人ミーティング　11回開催、ヤングケアラーの集い　４回開催
○若年性認知症デイサービス事業　延べ利用者数 786人

施策を支える
事業・取組

（６）認知症高齢者支援事業

所管課：高齢福祉課

・「大田区認知症サポートガイド(認知症ケアパス)」等を活用し、認知症に関する知識
や支援のための施策を広く区民に周知し、地域のネットワークを活用して、地域全体で
認知症の人とその家族を支える体制を整備します。

計画期間に
おける取組

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○認知症ケアパスを掲載した「大田区認知症サポートガイド」の配布　約10,000部
○介護マーク、見守りシール及びアイロンシールの配布

課題と対応策

○認知症に関する知識や支援のための施策が十分に区民に認知されていないという
課題がある。地域包括支援センター等の関係機関の窓口、認知症サポーター養成講
座、各種イベント等で大田区認知症サポートガイドを広く配布するとともに、高齢者見
守り推進事業者とも連携しながら、地域における認知症の啓発の拡大を図っていく。
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【 】

【 】

○：おおむね計画どおり達成できた。

◎：計画どおり達成できた。

◎：計画どおり達成できた。

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○認知症支援コーディネーターの配置　1人　　○コーディネーター相談件数　127件
○アウトリーチ依頼件数　39件　　○認知症に関する会議、研修会等への参加　96件

課題と対応策

○コーディネーターへの相談内容は多岐にわたっているが、中でも未診断・受診拒否
等、医療につながっていないために対応が難しいケースへの支援が課題となってい
る。こうしたケースを診断、治療に結びつけるため、アウトリーチチームとの連携をさら
に強化し、対象者が適切な医療･介護サービスに確実に繋がることができるよう、地域
包括支援センターへの後方支援を推進していく。

施策を支える
事業・取組

（８）認知症支援コーディネーター事業

所管課：高齢福祉課

・東京都認知症疾患医療センターと連携しながら、認知症地域支援推進員や認知症
初期集中支援チームが取り組む個別支援を支えます。

計画期間に
おける取組

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○認知症予防講座　参加人数　延べ80人
○認知症予防体操　参加人数　延べ1,468人
○認知症予防朗読講座　参加人数　延べ416人

課題と対応策
○認知症予防講座、認知症予防体操については、令和５年度よりも増加しているも
の、全体を通して、参加者に余裕のある講座がある。引き続き、電子申請なども活用
し、講座募集の啓発を行っていく。

課題と対応策

○認知症の行方不明者を早期に発見するためには、高齢者見守りメールの登録者拡
大が必要である。区報、チラシ、SNS等各種広報でのPR強化に加え、認知症サポー
ター養成講座やイベント等で案内の機会を増やし、見守りメール協力員の登録勧奨を
進めていく。

施策を支える
事業・取組

（９）大田区行方不明高齢者等情報配信事業（高齢者見守りメール）

所管課：高齢福祉課

・認知症サポーター養成講座等を通じて、捜索依頼メールを受信する協力者（登録者）
を増やし、認知症の人を地域で見守る体制を強化します。

施策を支える
事業・取組

（７）認知症予防の促進

所管課：高齢福祉課

・認知症を予防するための講座や考えながら身体を動かす「フリフリグッパー体操」な
どを実施します。

計画期間に
おける取組

計画期間に
おける取組

６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○行方不明捜索依頼　７件（うち高齢者見守りメール配信　３件）
○区内５警察署と協力協定継続
○認知症サポーター養成講座で高齢者見守りメール登録勧奨
○高齢者見守りメール登録者数　９０７人
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６年度の実績
・実施内容

◆実施内容に対する自己評価

○認知症高齢者グループホーム家賃等助成事業　利用者　６人

課題と対応策

○区内の認知症グループホーム全44事業所のうち、本事業を利用できる事業所は13
か所である。さらなる利用者増に向けて、区報やホームページなどによる周知を引き続
き行っていく。また利用者及び家族に向けての効果的な制度案内について検討してい
く。

施策を支える
事業・取組

（10）認知症高齢者グループホーム家賃等助成事業

所管課：介護保険課

・特別区民税非課税世帯で収入等の基準に該当する生計困難者が、この助成制度へ
参入することの申出をしている認知症高齢者グループホームを利用する場合、家賃、
食費等の利用者負担のうち、月額7,000 円を上限として助成します。

計画期間に
おける取組

○：おおむね計画どおり達成できた。
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